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1. 事業概要 

1.1. 事業目的 

国内のアパレル市場規模は、バブル期の約 15 兆円から近年では約 10 兆円までに縮

小しており、国内繊維産業が発展していくためには、海外展開を含めた需要開拓が必要

である。 

サステナビリティの機運が高まる中、特に責任あるサプライチェーン管理への対応は、

海外との取引においてもその重要性が高まっている。欧米を中心に、繊維製品及びその

生産工程におけるデュー・ディリジェンスの実施や、環境保全・労働・企業統治等への

配慮に関する国際認証の取得等が、取引の際に求められる条件となりつつある。 

一方で、国内繊維産業においては、これまで主な市場が国内向けであったことや繊維

産業の長く複雑なサプライチェーンによりデュー・ディリジェンスには膨大なコストが

かかること等から、それほど取り組みが進められていないのが実態と言われている。 

こうした状況を踏まえ、本事業では、今後の国内繊維産業における責任あるサプライ

チェーン管理に関する取り組みの推進に資するよう、国内繊維産業のデュー・ディリジ

ェンスの実施状況や国際認証の取得状況について、調査・分析を行うことを目的とする。 
 

1.2. 事業内容 

以下の項目について調査を実施するとともに、調査結果に基づき 2022 年 2 月 22 日

（火）にデュー・ディリジェンス及び国際認証取得に関する普及・啓発セミナーを開催

した。 

 

① 国際認証取得に関する実態調査 

特に繊維産地の企業、染色事業者等を対象に実態調査を行った。調査は、一部を

除きオンラインヒアリングにより実施した。 

② デュー・ディリジェンス実施に関する実態調査 

国内中堅アパレル企業、商社等を対象に実態調査を行った。調査は、一部を除き

オンラインヒアリングにより実施した。 

③ デュー・ディリジェンス及び国際認証取得に関する海外動向調査 

海外アパレル企業等におけるデュー・ディリジェンス実施状況及び国際認証取得

状況に関する文献調査を実施した。 

 

これらの調査結果に基づき、国内繊維産業における責任あるサプライチェーン管理の

課題について分析及び整理を行うとともに、今後の取組の促進に向けて経済産業省とし

て取り組むべき施策の考察を行い、調査報告書として取りまとめた。 

 

1.3. 事業期間 

 

2021年（令和 3年）11月 19日～2022年（令和 4年）2月 28 日 
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2. 国内繊維産業における責任あるサプライチェーン管理に関する 

動向 

2.1. 日系企業の間で広がる人権問題への対応 

(1) 人権問題への対応が求められる背景 

企業の事業活動のグローバル化に伴い、それがもたらす社会や環境への影響も大きく

なっている。とりわけ、児童労働や強制労働、劣悪な労働環境や低賃金といった、労働

者の人権に対する市民や国際社会の関心も高まっている。 

繊維・アパレル産業に関わる人権問題の例としては、1990 年代にスポーツ用品メー

カーのナイキ社（米国）の製造委託先工場（インドネシアやパキスタン等）における劣

悪な労働条件や低賃金、児童労働、有害化学物質の使用等の判明と米国での同社製品の

大規模不買運動や、2013 年にバングラデシュの首都ダッカ近郊で縫製工場が入居する

ビルが崩壊し、アパレルメーカーの下請けとして働いていた女性労働者を含む約 1,100

人が死亡するラナ・プラザ崩落事故がある。ラナ・プラザは崩落事故以前から安全性が

不安視されていたことや労働者の劣悪な労働条件が事故後明らかとなり、2015 年 6 月

の G7エルマウサミットの首脳宣言に「責任あるサプライチェーン」構築が盛り込まれ

る契機となった。 

人権侵害を介在して製造された製品は、消費者等から厳しい批判にさらされ、不買運

動や投融資家のダイベストメント（投資している株式や債券、融資等を引き揚げること）

につながることもあり、企業は、原材料の調達先や納入先、加工の委託先など、自社の

みならずサプライチェーン上に位置する企業についても、人権侵害のリスクがないか把

握する責任を求められるようになっている。諸外国では企業に人権デュー・ディリジェ

ンスの実施や報告を義務付ける法律の制定が進んでおり、その影響は制定国に本社のあ

る企業のみならず、同国で事業を行う外国企業やサプライヤーにも及んでおり、日本企

業もその影響から免れない。日本企業にも人権デュー・ディリジェンスの実施や責任あ

るサプライチェーン構築が求められる所以である。 

 

(2) 日本国内での取組みの動向 

① 繊維・アパレル企業の取組み状況 

繊研新聞社が、NPO法人の ACE1と共同で、繊維・ファッション企業を対象に実施し

た「サステイナブル（持続可能）な調達に関するアンケート」によると、企業規模や事

業内容によって濃淡はあるが、サステナビリティに配慮した事業活動を推進する動きに

広がりが見られる。 

 

 
1 児童労働の撤廃や予防に取組む NPO。ACEウェブサイト、https://acejapan.org/。 
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図表 1 繊研新聞社等によるアンケートの主な回答状況 

 SDGs に関連した経営方針・目標・計画を定めている企業は 75社（78・1％）、方

針や目標がなくとも SDGs を意識して活動している企業は 92 社（95・8％）。 

 サプライチェーンで発生しうる課題として捉えている項目（複数回答）：最も多

かったのは「長時間労働」で 69 社。続いて「地球温暖化」67 社、「低賃金」63

社、「労働安全衛生」60社、「水質汚染」58 社、「強制労働」56社。 

 調達先の工場や職場の労働・安全衛生・環境への取り組みに関する方針の有無：

72 社が「方針を有している」と回答。グローバルに事業展開する小売業やスポー

ツメーカーなど 14 社は「方針の準拠が調達先との契約条件」と回答。大手の小

売業、素材メーカーなど 40 社は「方針の準拠を調達先に求めている」、18 社は

「方針の準拠を調達先に求めていない」と答えた。一方、「方針を有していない」

企業のうち、18社は「方針を今後作成する予定」。 

 方針があり、その準拠を調達先に求めている 54 社に対し、その調達先について

質問すると（複数回答）、41社は国内調達先に、37 社は海外調達先に準拠を求め、

グローバル小売業や商社、大手素材メーカーを中心とした 17社は 2、3次の調達

先にも求めている。そのうち 8社は調達先に対し、原料調達先にも準拠させるよ

う求めている。42 社は「求めている内容通りに方針が準拠されている」、1 社が

「準拠されていない」と回答。「わからない」と答えたのは 10 社。 

 方針が準拠されているかを確認する方法については、「独自に確認」と答えたの

が 42社。グローバル小売業やスポーツブランドなど 12社は「認証機関」と回答

した。「確認する機会はない」と答えたのは 4社だった。 

 顧客から方針の準拠を求められたことがあるかを聞いたところ、51 社が「準拠を

求められた」、33社が「準拠を求められたことはない」と答えた。準拠を求めら

れたことのある 51社に対し、準拠を求められた顧客について聞くと（複数回答）、

44 社が国内顧客から、27 社が海外顧客から求められた。商社や副資材メーカー

など 11社は自社の調達先にも準拠させるよう求められたことがあった。 

（出所）「SDGsを意識した事業活動  繊維 ・ファッション企業の95％が実施 ACE・

繊研新聞社共同調査」『繊研新聞』2021年 12月 3日。 

 

繊研新聞が繊維・ファッション関連企業の経営トップを対象に実施したアンケートで

も、2022 年に重視する課題として「サステナビリティーの取り組み」を挙げる企業が

2021 年比で大きく増えているとともに、中期の経営課題としてトップに挙げられてい

る2。このようにサステナビリティへの取組みは徐々に広がりつつあり、長時間労働や

低賃金、労働安全衛生、強制労働など労働者の人権問題は、繊維・ファッション企業の

間でも課題として認識され始めていることがうかがわれる。 

 

② 関連団体の発足 

コットンを中心として天然繊維にフォーカスした資源循環を目指す団体や、繊維産地

などの中小製造業が連携し、サステナブルな物作りを目指す団体など複数が立ち上がっ

ている。2021 年 8 月に発足した「ジャパンサステナブルファッションアライアンス

（JSFA）」は、サステナブルなファッション産業への移行を推進することを目的に「2050

年に向けて繊維・ファッション産業の構造転換を推進し、ファッションロスゼロとカー

ボンニュートラルを達成する」ことを活動目標としている。J パブリックパートナーと

 
2 「《経営トップアンケート》ファッション市場好転に高まる期待」『繊研新聞』2022 年 1 月 1 日。 
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して経済産業省、環境省、消費者庁が参加している。 

2021年 10 月に設立された「サステナブルテキスタイルジャパン（ST ジャパン）」は、

中小の繊維製造企業を対象に、持続可能な製造を通して強靭な企業体の構築を目的とし

ている。主な活動内容は、勉強会の開催、国際認証に関する個別相談、先進的取組を実

施している企業への工場訪問、展示会・商談会の実施である。2021 年 12月現在、国内

で 70社以上の企業が参加している。 

その他、サステナビリティの枠にとどまるものではないが、我が国の繊維産業におけ

る技術と創造性を融合させイノベーティブな土壌を醸成する取組みの一つとして産地

間連携が挙げられる。「繊維の将来を考える会」が 2019 年に公表した「繊維の将来宣言」

でも「我が国繊維産業技術革新により、繊維の地平線は広がりを見せ、技術・感性・ク

リエイティビティが融合する最先端の分野になっている。産地には、こうした特徴に魅

せられ、家業を継いだり、異業種から飛び込んだ若手や女性の人材が少なくない。こう

した人材をさらに呼び込み、育てていくため、異業種連携や産地間連携を促進し、常に

イノベーティブな土壌を醸成するとともに、繊維を再定義し、その魅力を広く発信する」

ことが行動指針として掲げられている3。 

産地間連携事業の例として、京都プリント染色協同組合、和歌山ニット商工業協同組

合、紀州繊維工業協同組合が連携して実施した「京都・和歌山産地間連携事業

「WAKOTO」」などがある。これは、和歌山と高野口の両産地の素材と京都のプリント

技術を融合させ，優れた風合いとデザイン性に富む新たなテキスタイルを生み出すため

に，2017 年度から各産地間の組合など関連団体が協力し，連携事業として独自性のあ

るローカルブランド「WAKOTO」を立ち上げ，素材×加工技術×京都の感性の融合とい

った観点から高感性テキスタイルの開発を試みるものであった4。また、大企業も参画

する取組みであるが、クラボウが今治タオル工業組合と奈良県靴下工業協同組合と連携

し、2021 年から愛媛県の「今治タオル」の端材をクラボウのアップサイクルシステムで

あるループラス5で繊維にし、奈良県で「奈良靴下」を生産する産地間の連携をスタート

させた。これは全国の繊維産地におけるサステナブル素材の活用を進める取組みである。 
 

(3) 海外展開企業の対応状況 

海外展開をしている企業の間でサステナビリティへの取組みが広がりつつある。ジェ

トロの 2021 年度『海外進出日系企業実態調査』によると、アパレル・繊維製品業界で

は、「人権問題を経営課題として認識する」企業が 76.6%となっており、製造業平均の

57.2%を大きく上回っている。新疆ウイグル自治区産の綿製品（新疆綿）などに対する

米国での輸入差し止め措置や、有力アパレルブランドによる使用停止措置などを背景に

 
3 経済産業省「繊維産業の現状と経済産業省の取組」2020 年、

https://www.meti.go.jp/policy/mono info service/mono/fiber/pdf/200129 2seni genjyou torikumi.pdf。 
4 松田なつみ他「京都・和歌山産地間連携事業「WAKOTO」における新たなテキスタイルデザインの開

発」http://tc-kyoto.or.jp/outcome/2020/04/2018_20.pdf。 
5 「L∞PLUS（ループラス）」はクラボウのアップサイクルシステム。繊維製品の生産工程で発生する端

材をクラボウ独自の開繊・反毛技術で再資源化し、様々な製品へとアップサイクルする取り組みで、2017

年から展開している。様々な端材を混ぜ合わせるため、唯一無二の杢調を表現できる新しいエコファッシ

ョン素材。廃棄物の削減、有効活用で環境配慮、社会課題解決に貢献でき、クラボウ単独ではなく様々な

企業との共創ビジネスとして繊維業界全体で取り組むことで、サステナブルなモノづくりや循環型社会の

実現を目指している。倉敷紡績株式会社「産地間連携で繊維素材のアップサイクルを推進 ～アップサイ

クルシステム「L∞PLUS（ループラス）」で国内循環型社会の実現を目指す～」

https://www.kurabo.co.jp/news/newsrelease/20210901_1054.html。 
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業界における認識が高まっていることが取組み強化を促している6。 

 

図表 2 サプライチェーンにおける人権の問題を経営課題として認識している 

海外展開企業の割合 

 
（出所）ジェトロ『2021 年度 海外進出日系企業実態調査 アジア・オセアニア編』

2021年、69頁。 

 

サプライチェーンにおける人権に関する方針があり、調達先企業に対し準拠を求め

ている割合について、業種別に見ると、繊維・衣服産業は 37.2%となっており、製造

業平均（25.7%）を 10 ポイント以上上回っている。 

 

図表 3 サプライチェーンにおける人権に関する方針があり、調達先企業に対し準拠を

求めている海外展開企業の割合 

 
（出所）ジェトロ『2021 年度 海外進出日系企業実態調査 アジア・オセアニア編』

2021年、71頁。 

 
6 「ジェトロ 21 年度「海外進出日系企業実態調査」 ビジネス正常化は道半ば 価格引き上げや調達先

の見直しへ」『繊研新聞』2021 年 12 月 8 日；ジェトロ『2021 年度 海外進出日系企業実態調査 アジア・

オセアニア編』2021 年、69頁、

https://www.jetro.go.jp/ext_images/_News/releases/2021/7a141addc32f92a3/2021ao-ou.pdf。 
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納品先企業からサプライチェーンにおける人権に関する方針への準拠を求められた

ことがある海外展開企業の割合について業種別に見ると、繊維・衣服産業で日本の納

品先企業から準拠を求められたことがあると回答した企業が 51.3%となっており、他

業種に比較して突出して高い割合となっている。 

 

図表 4 納品先企業からサプライチェーンにおける人権に関する方針への準拠を求めら

れたことがある海外展開企業の割合 

 
（出所）ジェトロ『2021 年度 海外進出日系企業実態調査 アジア・オセアニア編』

2021年、73頁。 
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(1) ヒアリング企業の取引状況 

ヒアリング調査対象企業の主な取引状況は下記のとおり。欧米有名アパレルメーカー

やハイブランド向けに素材を供給していたり、取引比率の過半以上を輸出が占めている

など、品質面が評価され海外取引を積極的に行っている企業が多くなっているが、国内

取引が主力となっている企業も含まれている。 

原材料を海外から調達している企業も多く、調達先としてはインドなどのアジア諸国

に限らず、米国なども挙げられており、様々な地域から原材料が調達されていることが

わかる。 

商社や取引先を介して原材料の調達や素材を提供している企業が多く、製造面では海

外で大規模に生産する企業も含まれる。 

 

 商社やメーカーを通して、製品の 90%が輸出されて海外で使用されている。海外

有名アウトドアブランドなど、欧米のファッションブランドが中心である。 

 当社の糸は機能性の面でインナーに適しており、国内ブランドで使用されてい

る。【B社】 

 当社の繊維は長い歴史を有しており、婦人衣料としては、欧州のハイブランドの

表地の生地としても使われている。 

 その繊維の取引比率は、70%が海外輸出。【D社】 

 原綿は 8割をインドから輸入し、糸は 100%国内で紡績している。 

 フィレンツェやパリ、ドイツの展示会に出展したことがある。上海や北京へ少量

だが卸売をしている。今後は、海外マーケットに国内のものづくりを発信してい

きたい。【E社】 

 原材料は商社を通じて調達。アメリカとインドが中心。 

 海外取引でオーガニックコットンが指定され、中国への卸売を準備していたが、

新型コロナウイルス感染症（以下、コロナ）の関係で中断している。【F社】 

 ジェトロを通じて、パリにおけるモニターを兼ねた展示販売を行っている。その

間に、タオル製品を単に売るのみならず、日本の衛生習慣であるおしぼり文化を

ヨーロッパで発信している。【G社】 

 国内取引が中心であり、海外取引はほとんど行っていない。 

 最終製品は、インナー用途が売り上げ全体の 10%程度、スポーツ用途が 20%程度

あり、その中の一部の製品を対象に、国際認証を取得。【J 社】 

 主な取引先は、国内商社やメーカーだが、最終製品の需要先は北米、ヨーロッパ

の有名スポーツアパレルがメイン。売上全体の 15％くらいは国内向け。【K社】 

 基本的に海外の工場（主として中国・ベトナム）で生産。 

 ジーンズやワークウェアなどの最終製品は主に国内市場向け（98~99%は国内市

場向け販売。1~2%は海外市場向け販売）。海外向け製品は、現地の商社機能を有

する取引先を通じて、台湾や香港で販売。 

 中国での生産は、商社を通して依頼する形態と、当社が直接発注する形態がある。

【I 社】 

 海外アパレル向けに、アウトドア、スポーツ関連の機能素材の製造・販売を実施。

主要な販売先は、海外有名アウトドアブランドなど。 

 90%はアパレル向け素材を販売。アパレルの売上の 80%以上が海外の顧客で、残

りの約 20%が国内の顧客向け。【M 社】 

 海外取引の割合は 1/5～1/4 程度。【P社】 
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顧客や取引先からの要望対応を取得理由に挙げた企業では、海外企業や海外市場（特

に欧米）で日本以上にサステナビリティや人権、環境配慮への関心が高いとの声が聞か

れた。一方で海外取引先がアジアの場合は、欧米ほどこれらの価値への関心が高くない

ためか認証取得を求められていないといった意見も聞かれた。 

 

① GOTS 

 2011 年に自社工場単独で GOTSを取得。 

 GOTS 取得検討時は、「オーガニックコットン」という言葉は知られておらず、

「有機綿」と呼ばれていた。シェアも 0.1%以下と、今の数 10分の 1であった。

当社では、新生児向けに無農薬オーガニックコットンの製品を使いたいと要望が

あったことをきっかけに、生産を開始。せっかく取り組むのであれば、原綿の栽

培や紡績等のサプライチェーン全体で、生産者の顔まで追跡できるようなトレー

サビリティを確保し、お客様に訴求すべきであると考えていた。その過程で

GOTSを知り、素晴らしい取組と思い、取得を決意。当時は Textile Exchange 認証

もなかったため、GOTS以外に認証の選択肢はあまりなかった。 

 GOTSの基準はトレーサビリティだけでなく、環境負荷や、労使関係等において

も大変厳しいグローバル基準であり、労働基準局の監査が入っても何も怖くない

のではと思うほど厳しいものであった。取得当時は日本国内で数件しか取得事例

がなかった。【E社】 

 2009 年に GOTS取得。当時取得している国内企業はほとんどなかった。 

 市場ではオーガニックと謳いつつそうでない商品もある中で、製造のプロセスを

認証する国際的ルールである GOTSの存在を知り、取得を目指した。当社は国際

認証を取っている中でも最小規模の会社だと思われる。 

 以前はほとんどの商品で GOTS を取得していたが、2021 年の審査からは本社工

場のみ GOTS を取得し、他の関連工場は OCS のみに切り替えた。本社工場で

GOTSを取得しているのは、GOTSを取得している事業者との取引のため。当社

が中心となって既存の協力工場をユニットとして GOTSを取得する予定はない。 

 GOTSの基準が一番重要であると考えているが、認証の基準が見直されることも

あるため、現在認証を取得している協力工場で認証が取れなくなるような状況に

なった場合は考えざるを得ない。協力工場が認証を取れるかどうかは、当社にと

っても重要な問題である。【F社】 

 GRS 認証は、原料販売事業で最低限必要な国際基準の認証を取得しておかない

と営業に影響があるという問題意識から、営業部門主導で取得した。【H社】 

 20 年前から顧客の生産工程における加工ユニットという位置づけで認証を取得

した。10年前には、認証を持っていると単独で取引ができるため、GOTSと OCS

を単独で取得した。3 年ほど認証を更新していたが、その後、GOTS の薬品に関

する基準が厳しくなり、日本で入手困難な薬品などもあったため、単独での取得

は継続せず、顧客のユニットの中での GOTSに戻った。 

 海外展開を考えると、Made in Japanだけでは通用せず、国際認証が必要になると

5～6年前から展示会出展経験者に聞いていた。【G社】 

 

② Textile Exchange 

 GOTSが非常に厳しい基準である一方、OCSはプロセス全体（原料と生産工程）

でオーガニックであることのみが基準となっている。オーガニックであることが
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証明できれば十分であるため、緩やかな基準である OCSも取得した。【F社】 

 海外に展開するにあたっては国際認証が無いと見向きをしてくれないため、3年

前からは OCS を単独で取得している。OCS には薬品の基準がないため、GOTS

よりもハードルが低い。【G社】 

 2021 年に Textile Exchange の GRS（Global Recycled Standard）を取得。当社は海

外ユーザーがメインであるため、取引を仲介する商社から、サプライチェーンの

川上である当社のような事業者にも、Bluesign や GRS 等の国際認証の取得が要

求される時代が来ると 4～5年前からアナウンスされていた。 

 ある海外アウトドアブランドが Textile Exchange のメンバーであり、別の海外素

材ブランドからも GRS の取得を要請されていたことで、GRS の取得に至った。

当社で使用する原料は輸入糸が多いが、既に GRS 認証を取っている糸であった

こともきっかけである（取引先の国ではリサイクル素材の使用の取組が進んでい

る）。【B社】 

 GRS を 2017 年頃に取得。海外アパレルは、2014 年か 2015 年頃から、環境問題

についてセンシティブに対応を求めるようになってきた。当社素材は使用してい

る原材料の特質から、欧州では環境に悪いというイメージが定着してしまってい

た。当社としては、使用される原材料を法律に基づき厳しく管理していたため、

環境配慮に取り組んでいることをアピールする必要性を感じ、GRS の取得を決

めた。 

 GRSは、機織りから染色加工までを行っている連携企業から紹介された。我々も

アピールしていくための工夫として、アパレルと直接話をして取るべきと判断し

た。【D社】 

 2022 年 1月現在未取得であるが、GRS及び RCSについて、顧客からの要請をう

けてユニット単位で取得手続き中【K社】 

 2022 年 1月時点の現在、RWS（Responsible Wool Standard）の認証申請を済ませ、

監査待ちの段階にある。 

 認証が欲しいという話がアパレルからあり、アニマルフレンドリーである RWS

への申請をした。 

 プルミエール・ビジョン8に出展して、海外アパレル企業の意識に直接触れたのが

良い機会となった。ウール産業関係者の中には、ウール素材では、SDGs やサプ

ライチェーンに関する取組をしていても意味が無い、と感じているようであっ

た。上流のことを知らないままでは、自社製品を「良い商品」と自信をもって販

売できないと考えた。原料商社にお願いして、海外産地を見に行って、生産者に

直接話を聞くようにした。 

 サステナビリティ対応としては、リサイクルウールの証明が今後の課題。現時点

では、リサイクルウールの認証はおそらく存在しない。そのような協会が設立さ

れて、個社が運営費用を負担するような仕組みになると、また費用が嵩んでしま

う。トレーサビリティ・透明性の観点から我々がうまく証明でき、発信できれば

良いと思う。 

 当初 RWS はあまり知らなかった。GOTS を取得したオーガニックウールを原料

糸として使用するなど、我々が認証とらなくてもできることから始めていた。 

 RWS は、初期投資が高いことに二の足を踏んだが、我々が知っている機関が相

談窓口となり、取組みやすくなった。 

 当社はトレーサビリティに力をいれているが、調達先が認証を取得していないた

 
8 フランスのパリで年 2 回開催される服地の見本市。 
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め、アパレルに対して調達元の証明ができない。RWS取得への対応として、糸屋

に「RWS認証に対応した糸を調達して欲しい」と、当社がリスクを取る形で依頼

している。【L社】 

 海外への販路を開拓しているところ。海外ではリサイクル糸等の要望が多く、そ

ういった商材でないと相談のテーブルにつけない状況が徐々に増えてきている。

トレーサビリティの透明性についてのエビデンスも求められる中で、第三者認証

が必要と考え、GRS取得に至った。【O社】 

 

 

③ Bluesign 

 2016 年に Bluesign を取得。Bluesignと OEKO-TEXは、「消費者の安全性」の基準

においては共通した内容が求められているが、考え方は異なっている部分もあ

る。全体を比較すると、Bluesign の方が基準の範囲が広く、排水や廃棄物、労働

衛生まで要求される点や、認証を受けた薬剤を使う必要がある点において、

OEKO-TEXとは分けて考える必要がある。 

 顧客から、海外でのビジネス拡大のためには国際認証が必要であり、OEKO-TEX

や Bluesign を取得してほしい旨の要望があったことが取得理由。当社が取り扱う

製品は Bluesignを要求される場合が多い。【J社】 

 2012 年、システムパートナー契約を締結、2013 年にプロダクト認証を取得。 

 2010 年頃、当社と商社を介して取引を多く行っていた海外アウトドアブランド

が、商社を通じて、「御社で Bluesign を取得できないか」と相談を持ち掛けてき

た。その後当社として進める意思を示したところ、スイスから本社の営業担当が

来社し、2011 年に監査を実施した。その翌年にシステムパートナー契約を締結

し、更にその翌年にプロダクト認証を取得した。【K社】 

 海外顧客のブルーサイン認証の要望が強く、今後必要になると感じていた。当社

の海外の売上が 5割を超えてきたところで、認証取得が不可欠と考え、日本国内

の認証よりは、海外の認証を取得したほうが良いと判断した。【M 社】 

 国際認証の取得に至る以前、パリやミラノでの展示会へ 5年連続で出展していた

が、競争優位性が低いことが課題であった。展示会でも、「エコ」や「サステナブ

ル」といったキーワードがアピールされており、サステナブル関係の認証を取得

するのが良いのではないかと考え、海外への販促戦略として取得を検討した。 

 しかし、取得当時、国内のアパレルブランドでは環境配慮の取り組みが広がって

おらず、実際に売り上げに繋がるかどうかは最終決裁まで議論があった。【N社】 
 

④ OEKO-TEX 

 OEKO-TEX認証は、顧客の要望からではなく、自発的に取得した。 

【D社】 

 インナー用途は OEKO-TEX を必ず取得するように要望される。顧客である国内

企業が香港や中国の工場に出荷したものが縫製され、海外のアパレルメーカーの

商品として使用されている。最終製品がどこで使用されているかは把握していな

いが、欧米で使用されることもあることから、OEKO-TEXの取得が要望されてい

る。【J社】 

 2021 年末に OEKO-TEX 取得。取得理由は、Bluesign 認証はアウトドア・スポー

ツ系のアパレルメーカーから求められるが、ファッション系のアパレル企業は
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Bluesign より OEKO-TEX認証の取得を要望する傾向があるため。【K社】 

 

⑤ その他認証等 

 Higg Indexについては、監査を受けるとなると費用が発生するが、自己申告で申

請している。【B社】 

 製品に対する認証として、OEKO-TEXのほか、生分解性認証を取得。マイクロプ

ラスチック問題や海洋プラスチック問題を発端に、特に欧州で生分解性に関する

規制が厳しくなっており、化学繊維は天然繊維より環境に悪いという疑惑も持た

れている現状もあることから、海洋生分解の認証を取得した。先んじて取ること

でサステナブルであることを PRするため、顧客の要望からではなく、自発的に

取得。 

 1990 年後半から自社繊維の糸の製造に天然の原料を使用しているが、当社が独

自に実験して PRするよりも、第三者認証を取得した方が説得力も増し、良いと

考えたことが取得経緯。【D社】 

 

⑥ 未取得 

 いまのところ認証取得や認証品採用は検討していない。 

 長年、商品を変更せず、その素材も変更することなく維持してきている。そのた

め、あまり素材を変更したくないというのが一番大きな理由。生産を委託してい

る工場にも、同じように作ってほしいと依頼している。他の一般的なアパレルで

は、トレンドに合わせて商品も採用する素材も変えていくので、変更しやすいが、

当社製品の素材は変えていない。 

 制服業界の規格が変われば、それに合わせて素材も変更する必要があるかもしれ

ないが、制服は基本的に、長く着られる丈夫さの基準が求められる。認証品がそ

の基準に達し、かつコスト的に見合うところが出てこないと採用は難しい。【A

社】 

 自社で製造工程を持っていないため、会社としての認証取得には今のところ動い

ていない。将来的に認証取得はあるかもしれないが、今のところ予定はない。製

造工程がないので、販売用資材として認証取得の可能性があるとしたら OEKO-

TEXだろう。 

 当社製品の原材料は、GOTS、OEKO-TEXなどの認証を取得しているものが多い。 

 認証があればよいというわけではないが、2つ同等の素材があれば認証がある方

がよいと考えている。認証取得されているものを探して選択しているわけではな

いが、当社製品に合うサステナブルな素材を探せば、結果として認証取得してい

る企業に行き当たることが多い。 

 原材料の負荷が大きいのは CO2と水なので、原材料選定ではこの点に特に注力し

ているところ。認証取得はあればなお良いという位置づけ。【C社】 

 取引先等から、国際認証の取得の要請等はこれまで特になされていない。当社の

主要販売先はアジアであり、欧米ほどサステナブル対応を厳しく求められていな

いためではないか。 

 サステナブルな取組という観点で、以前からジーンズやワークウェアに関して、

グリーン購入法適合製品、エコマーク商品などを取り扱っている。現状の取組状

況としてはその程度。 

 エコマーク、グリーン購入法に対応したワークウェアは著しく増えているという
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わけではないが、ワークウェアのカタログでよく見かけるようになった。購入者

が自治体の場合には、グリーン購入を調達の条件にしているところもあるためと

思われる。これらの制度に対応しようとすると、おのずとコストに影響するとこ

ろではある。しかし当社としてコスト増を理由としてグリーン購入等の取組みを

辞めるという判断はしない。【I社】 

 

(2) 国際認証取得に要する期間・コスト等 

① 認証取得に要する期間 

認証や各社の状況によって異なるが、本事業のヒアリング調査では認証取得には数か

月から 1年程度（またはそれ以上）を要したと回答した企業が多く見られた。認証継続

には再度審査が必要になり、認証側から要求される審査項目や必要書類が増えることも

少なくないが、慣れることによってさほどの苦労はないとする企業もあった。 

 

 取得の準備には 6～7 カ月程度要したが、早い方だろう。規範類の準備に時間が

かかる。 

 GRS認証の有効期限は 1年間であり、初回取得時と同様の申請・監査が、毎年必

要となる。2年目以降は、前年度の実績を見て、取組の維持ができるかどうかが

確認される。なお、初回の監査は（一財）ケケン試験認証センター（以下、ケケ

ン）が実施。ケケンは 2021 年度から Textile Exchange の監査機関となり、当社が

監査の第一号。これまではコントロール・ユニオン（Control Union）しか監査機

関がなかったようで、繊維専門ではなかったためケケンのような繊維に詳しい機

関が監査するのはありがたい。最近では Intertekが認証機関に加わった。【B社】 

 新規に GRS認証取得した時は、取得するまでの準備に 1年以上要した。【D社】 

 GOTSの取得準備にかけた期間は 1年程度。 

 監査では、オーガニックコットンとその他の素材が分別されているかを一番チェ

ックされるため、準備に最も時間を掛けた。糸を保管する倉庫から、編み機も全

て分けており、その後のラインでやむを得ず機械を共用する場合は、水拭きして

毛羽を除去している。仕掛品もビニールを掛けて外気を遮断し、場所も完全に分

けている。 

 規則類の整備については、就業規則を誰でも閲覧できる形で用意することは前提

で、裁断工程においてステンレスの手袋をするなど、あらゆる工程で安全基準を

設けることが必須とされている。環境負荷を掛けない形でものづくりをする環境

基準も整備している。【E社】 

 GOTSは工場ごとに書類作成が必要であり、工場内部の担当者であれば生産工程

のことがよく分かるが、当社は依頼する立場であるため、担当者からヒアリング

をして当社側で書類作成を行っている。何年も前なので詳細は不明だが、新規に

取得した際には、かなり時間がかかったであろう。【F社】 

 GOTSの審査は、10年以上前から対応している。徐々に審査の要求事項や提出書

類は増えているが、慣れもあるため苦にはならない。【G社】 

 OEKO-TEX は取得してから時間が経っているため詳細は分からないが、準備に

かかった期間は 1年ほどだろう。Bluesignは準備に 2年ほど要している。（J 社） 

 

② 認証取得に要するコスト 

国際認証や取得企業の規模によって認証取得に要する金銭的コストやその負担の程
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度は異なるが、認証取得に要するコストは大きく取得企業にとって負担となっているこ

とが見て取れる。認証継続やルール変更に伴うコスト増も企業にとって少なくない負担

となっている。 

コストの要因としては、環境基準への対応や薬品の分析・測定費用、監査機関への支

払い（監査機関が海外の場合その旅費も含む）などが挙げられる。また、日本国内に分

析ができる機関が少ないこともその一因となっている。 

複数の認証を取得している場合は、必要書類の重複などにより一部コストはカバーさ

れるとの意見もあった。 

 

 GRS認証の取得にかかるコストは 100万円以上。【B社】 

 新規に GRS 認証取得した時の費用は、審査対象となる工場のユニット数により

異なるが、当社の場合 100 万円以上であった。 

 初年度から今に至るまで、ルールが変更・増加している。最近、GRS のケミカル

要件が大きく変わった。それに伴って、審査費用の倍以上の分析費用がかかって

いる。分析費用を含めると、年間で数百万円かかっている。このため、体力があ

る企業でないと厳しいのではないか。その他連携先のメーカーにも必要書類を出

してもらうなど、当社以外にも負担をかけている。【D社】 

 初期費用は 100万円以上要した。2年目以降のランニングコストは、コントロー

ルユニオンの日本法人の手数料等も含めて、数十万円程度である。外注のユニッ

トが多いほどコストが高くなり、最大で数百万円かかると聞いている。 

 織物業では、紋紙の製造、生地の洗浄・整理など工程ごとに分業化されている。

最終製品メーカーが GOTSを取得すると、関連企業すべてに監査が入り、莫大な

コストがかかってしまう。 

 当社は、1本の糸から最終製品まで、一気通貫で製造している（内製比率 90%程

度）ことから、コストを掛けずに GOTSを取得できている。【E社】 

 個々の工場や内容によっても異なるが、GOTS と OCS 合わせて監査費用だけで

100 万円以上の取得費用がかかる。数百万円を超えていた時期もあった。当社の

売上からするとかなり無理をしていると言える。コストの観点だけで考えれば早

く辞めたい。日本の分業化の現状を考えるとハードルが高い。【F社】 

 費用は、年間で OCS及び GOTSで数十万円である。GOTSと OCS で同じような

書類を準備すれば良い部分もありその分手間が省けているが、すべての書類を一

から準備したらいくら費用がかかるかは不明。【G社】 

 OEKO-TEXについては、年間数十万円以上掛かっている。Bluesignは初期取得時

の予備監査（スクリーニング）と年会費がそれぞれ数百万円かかっている。排水

や廃棄物等の環境に関する基準もあるため、対応のために別途 100 万円以上かか

っている。（J社） 

 Bluesign 新規取得時は、初年度契約にかなりのコストがかかった。コストとして

は、スイス本社から監査の担当者が来る際の旅費の負担をしており、3年に 1度

監査が行われるため、旅費・監査費用がかかっている。その他、監査の指摘事項

に基づく修繕などの対策費や、排水・排気中の化学物質の分析調査に係るコスト

が非常にかさむことがある。ばいじんの測定費用などもかかる。 

 化学物質の分析では特殊な化学物質もあり、日本で検査できない項目もあった。

地元にあるような一般的な分析機関で分析自体は不可能ではないが、日本国内の

精度（ミクロ単位）に比べ、Bluesign ではナノレベル、ピコレベルの精度の計測

を求められるため、日本のほとんどの分析機関では対応できなかった。海外で分
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析することも検討したが、排水等の有害物質の海外持ち出しには問題があり困難

であった。その後、国内にも精密な計測が可能な分析機関があることを知り、最

終的にその機関で分析してもらった。【K社】 

 RWS認証の申請にあたり、審査員が管理体制（RWS認証対応の毛糸とそうでな

い毛糸の分別など）をチェックしに来る。審査はこれからを予定しているが、監

査費用を含めてトータルは数十万円以上である。【L社】 

 中間卸売業として Bluesign を取得しているため、メーカーのように厳格な審査は

なかった。オフィスからの廃水や労働環境、下請法の遵守等の管理面において、

最低限クリアすべき基準はあったが、今後 Bluesign 認証取得企業と取引するとい

う方針を示せれば、審査時点での取引情報はあまり確認されなかった。【N 社】 

 

③ 認証取得体制の構築 

認証取得に要する専従の人材確保や体制整備が取得企業にとって負担となる。特に中

小企業では専門人材や専門部署の確保が容易ではなく、認証取得を躊躇させるハードル

の一つになっていることが見て取れたが、少なくない企業が、通常業務と兼務して地道

に対応していることもわかった。 

認証によっては環境方針や人権方針、行動規範を定める必要があるが、中小企業でそ

れらを事前に明文化していることは少なく、こうした諸方針の策定も必要となる。また、

認証機関の日本事務所がないと書類作成や申請手続きなども英語等の外国語で対応す

る必要があり、外国語ができる人材確保やそれができない場合は既存戦力で外国語対応

をするため負担増の一因となっていることが見て取れた。 

 

 申請に向けた準備・体制整備が困難であった。環境方針・人権方針・行動規範を

定める必要があるが、中小企業で方針等を明文化している企業は多くない。国際

認証取得に向けて規範類を整備する経験が前職で豊富だった人材が入社したこ

とで、専任で準備してもらった。通常業務の片手間で検討をするのは現実的でな

いだろう。これは想定していなかった業務であり、同業他社が内製での検討をあ

きらめることが多い理由でもある。 

 規範類の検討においては、グローバルサプライチェーンへの対応が必要となる。

CSR を基にした考えを方針に盛り込んでいる。GRS 認証については、化学物質

の管理も対象となるため、明文化した規範類を整備しつつ、事前準備としては勉

強会を多数実施した。【B社】 

 当社では 3 人ほどが認証業務にかかわっている（OEKO-TEX等）。継続的な検討

に向けて、去年の 4月からは部門を新設しているが、それまでは属人的に対応し

ていた。【D社】 

 年次審査については、スケジュールは分散しているが、トータルで１週間～10日

程度掛かっている。 

 認証機関により作成しているフォーマットが異なる。日本語のフォーマットを提

供している機関では、英語で作成するのは一部だが、書類作成もオンライン上の

申請も世界共通のフォーマットで、英語またはフランス語での作成が必要となる

機関もある。英語への翻訳コストを監査費用で持つか、自社内で持つかという違

いがある。なお、監査に来る担当者は日本人だが、英語で本国に報告されている。

【F社】 

 毎年の監査は、社長および書類作成担当の社員 1名、各部署の部門長が対応して

いる。【G社】 
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 品質保証を担当する部において、主に 2～3人で対応している。 

 国際認証は欧米発の基準であり、書類作成や監査対応も支援が必要な部分であ

る。Bluesignは英語や中国語が中心となっており、監査は本国から訪れ、国内の

認証機関の担当者（日本人）１名が通訳としてサポートしてくれるが、対応が困

難である。OEKO-TEXの監査機関は（一財）ニッセンケン品質評価センターで、

書類作成も監査も日本語で対応できる。【J 社】 

 社内において、専従の体制は構築していない。社長が生産を担当、化学物質など

の環境や営業に関することは別の社員が対応。現行のポジションで兼務し、監査

などの進め方は社長を含む 4名で方針を定め、工場内に展開している。 

 Bluesign は英語での資料作成を要望している。自動翻訳機能などを使いながら、

英語を作成している。日本の Bluesign 担当者から助言を得ることもある。当初

は、日本語で提出しても良い、ということであったが、年々、見出しの英訳、本

文の英訳など、英語での記入が求められるようになった経緯がある。 

 Bluesign には、当社は費用を負担する立場であるのだから、日本語での資料提供

と日本語での資料作成・提出を認めるように依頼してきた。Bluesign の日本支社

が出来て、日本人職員が支援をするようになってから、多少改善されたと感じる。

【K社】 

 マネージャー職が、認証手続きを担当。申請手続きはケケンを通しているので、

日本語で対応可能。実際の監査もケケンの職員が日本語で行う。もともと糸の原

料の証明書は英語であるのでそれくらいはもともと読めなくてはならない。海外

の関係者に説明する時もあり、営業は頑張るしかない。【L社】 

 専任ではないが、担当者を 1名つけて窓口としている。【P社】 

 

④ 外部コンサル・有識者の活用 

本事業での調査では、認証取得に際して外部のコンサルタントを活用したケースはな

かったが、取得企業が持つ人的ネットワークや取引先からのアドバイスや情報収集を行

った企業は見られた。 

特に早期に認証取得に踏み切り、我が国国内で認証取得の先行事例がない状況ではそ

れだけ手探りの中で取得手続きを進めなければならないが、取引先の商社や認証機関か

らサポートを得て取得に至ったケースもあり、何らかのかたちで外部のリソースや協力

先を見つけることの重要性が見て取れた。ただし、後述のとおり、最近は認証機関側の

人員不足などにより、そこからのサポートが得られにくくなったとの意見も挙げられて

いる。 

 

 外部コンサルへの外注はしていないが、国際認証のコンサルを行っている機関に

相談し、アドバイザーとして支援してもらった。化学物質の管理に関する助言や、

欧米の基準であるという意識の面で社内向けの勉強会を実施してもらった。【B

社】 

 顧客の要望があって検討し、そこから情報を仕入れていたので、外部コンサルは

新規取得時には活用しなかった。しかし、その後は認証のスキームがあまりに頻

繁に変わるため、情報をキャッチするために、有償で外部コンサルにサポートし

てもらっている。【D社】 

 事前準備には外部コンサル等は使わず、代表取締役が対応した。従業員へはオー

ガニックコットンに取り組む意義を 1年かけて教育し、今では代表取締役と同程

度の知識を持っている。取組を持続的にするためには、オーガニック素材に取り
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組む意義を業界全体で、将来世代が理解していく必要がある。【E社】 

 新規に取得した際は、国内でほとんど先行事例がなく、その時はユニット先の顧

客である商社がかなり丁寧にサポートしてくれた。また、初期は認証機関のサポ

ートも手厚く、特に外部コンサルなどを利用しなかった。【G社】 

 基本的には自社で対応しつつ、国際認証の担当者と打ち合わせをしながら進め

た。 

 初期取得時には、予備監査費用を顧客に一部負担していただいた。【J社】 

 当社は、日本で初めて取得したため、その頃は相談できるコンサルタントはいな

かった。Bluesign の本社から担当者が来て、Bluesign の親会社にあたる企業の日

本支店の職員が、通訳として支援してくれた。 

 5~6 年前から、Bluesign の支社が日本にできた。職員（日本人）は一人だけであ

るが、以前より相談しやすくなった。【K社】 

 認証取得にあたって、当社は外部コンサルに相談などは行っていない。直接スイ

スの Bluesign 本部にコンタクトし、当社で必要な手続きを確認した。必要書類を

整えた後、本部から監査人が来社した。【M 社】 

 

(3) 国際認証取得によるメリット 

取引先や商社から認証取得が評価されることや新規顧客獲得ができる、ブランド力が

向上するといった声が多く聞かれた。認証取得により競合企業との差別化が可能となり、

原料からのこだわりをセールストークとして語れることがブランド力の向上や競争力

強化につながっているものと考えられる。 

既述のとおり認証取得にはコストが伴い、そのコスト上昇分を価格転嫁することは容

易ではなく、認証取得が即座に収益化につながるとは限らないものの、認証を取得しな

ければそもそも取引ができなくなるといった可能性もあることから、特に海外企業と取

引する場合は認証取得が最低条件になりつつあるといえる。 

 

1) 収益・営業面におけるメリット 

 取得に伴う費用面の負担を考えると、本当に役に立つか半信半疑で、取得の判断

が遅れてしまったが、実際に取得したことでデメリットは感じていない。 

 繊維製品として、バージン原料と比較して物性が弱くなる、風合いが柔らかくな

る等の影響はある。しかし、リサイクル原料はそのような物であるということを

顧客に理解いただいており、認証対応を優先して問題なく進められている。 

 既存顧客の商社やメーカーからは、認証を取得したことを評価いただいている。

対応しなければ、例えば海外ブランドから発注がされないなど、ふるいにかけら

れることになるだろう。現時点では優位性があるが、今後は取得が当たり前の時

代になっていくと思われる。【B社】 

 認証を取得することにより、既存顧客との関係を強化できること、新規顧客を獲

得できることがメリットと考える。 

 既存取引先のうち、意識の高い海外有名アパレルに対しては、売上が増加した一

方、加工が難しいという製品の特性もあり、新規の販路はそれほど増えていない。 

 関係会社への波及という観点では、保管する倉庫でも GRS を取得しなくてはな

らないため、こういった連携する倉庫事業者の企業価値も上がっているだろう。

【D社】 

 当社は地方の小さい工場から発信していくブランドであり、ものづくりのストー
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リーを付加価値として、ブランド力を向上させたいという思いもあった。大手の

メーカーのように商社等が介在せず原料のことからセールストークとして語れ

ることが、当社の強みになっている。 

 取得当初は継続して良いのかと悩む時期もあったが、近年はサステナブルな素材

への需要も高まっており、いずれは収益に繋がっていくだろうと考えている。 

 GOTSは信用力が高く、監査が不要となるような事例もある。認証を取得した当

時、当社が海外の有名ブランドの OEM で製造していたところ、厳しい工場監査

を受ける必要があったが、GOTSを取得しただけで監査が不要となった。 

 自社ブランド製品を販売する上でも、トレーサビリティを明示して、商品 POPに

掲載するなど、様々な形でのプロモーションに役立っている。ここ 2～3 年はサ

ステナブルに対するマーケットの意識が高まっており、国内有名ブランドのカタ

ログに掲載されているオーガニックコットンの特集においては、是非当社で製造

してほしいと引き合いがあった。【E社】 

 新規取得した際は、認証取得を要求される商品が限られていたため、一定の発注

数量がないとコストが回収できない状況であった。その後、国際認証を取得して

いることで当社を選択してくれるエンドユーザーは年々増えてきており、早い段

階から取り組んだことは正解だったと考える。 

 認証取得に伴うコストアップ分は管理・加工要件に含めており、完全に価格転嫁

できるわけではないが、投資金額に対しての回収金額を確認するようにしてい

る。【J社】 

 Bluesign のシステムパートナーになって 5年程度経過してから成果が出始めた。

欧米の顧客は労務、安全性、環境などに敏感であり、Bluesign 取得を通じて、そ

れらの問題を抱えていないクリーンな企業として、認めてもらえたのだと思う。

海外から染色の逆指名を受けるケースもでてきた。 

 成果を出すのに 5年もかかったが、これだけ時間を要した理由は、日本で初めて

Bluesign 認証を取得した事例であり、見本となる企業が無かったためと考える。

当社が初めてである以上、試行錯誤をせざるを得なかった。 

 Bluesign 認証取得により、商圏が得られやすい、顧客からの指名を得られること

がある。欧米ではシステムパートナーでないと相手にされないということもあ

り、認証取得して良かったと思う。 

 欧米の顧客から監査やアンケートを求められることもあるが、Bluesign への対応

の中で鍛えられ、対応力が付いてきていると感じる。他の染工場より対応が優れ

ていると、顧客から評価されることもあり、Bluesignを取得して良かったと思っ

ている。【K社】 

 海外アパレルにとって、認証取得が前提であり、取得によりこうした企業との取

引が可能となる。【L社】 

 海外顧客は、アパレル自体が Bluesign に加盟するケースが多い。Bluesignを取得

していない場合、サプライヤーとして生地を供給できないと規定を設けているブ

ランドもある。認証取得によって、こうした顧客とも取引を行うことができる。 

 費用をかけて Bluesign に加盟し、手順を踏み、認証された生地を調達すること

で、「Bluesign 認証として正式に認められた生地を使用している」ことを示すタグ

を使用することができる。「環境に配慮したアパレル」というイメージや、取組

を CSR活動の一環として示せるメリットもある。【M 社】 

 米国の大手衣料品ブランドとの新規取引が始まるなど、米国向けの販売が拡大

し、実際に効果が出ている。日本では織物業で GRS を取得している企業がほと
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んどなく、色々なブランドから引き合いが来ている。 

 メリットとしては、新規取引の開始にあたっての名刺代わりの効果が大きく、既

に取引している企業については、取得するように促されるようなイメージであ

る。【O社】 

 取得することで当社ブランドが認知される。現状サステナビリティについて日本

では認知されるようになってきたが、海外ではかなり前から認知されていたこと

もあり、日本国内では当社が先んじている。 

 海外顧客では OEKO-TEX を取得していないと取引しないという場合もあり、取

得していないとビジネスそのものが成立しないことがある。【P社】 

 

2) 収益・営業面以外でのメリット 

国際認証取得のメリットは収益や営業面に限られるものではなく、取得に伴う勉強会

や研修により従業員の環境や人権尊重、安全配慮などへの理解度向上やオペレーション

の見える化といったメリットもヒアリングで確認された。また、トレーサビリティが明

確になることで業界において偽装問題9などが発生しても、自社で問題ないことを容易

に証明できたといった声も聞かれた。 

 

 GOTSでは、原綿を栽培する畑にも監査が入り、適正な労働が行われているか等

が確認される。インドのオーガニックコットン偽装の問題があった際、当社はト

レーサビリティが明確であるため、直ちに生産者に問題が無い旨を証明すること

が出来た。【E社】 

 認証取得は、社員教育の面や、資料の作成、研修、社内の様々なものの見える化

ができた点で役に立った。【G社】 

 認証の取得によって、社員全体が環境を意識しながら業務にあたれるようになっ

ている。【J 社】 

 欧米は自然環境などに敏感であり、我々も Bluesign 認証を取得することで、当社

の環境や安全性の意識が高まっていると感じている。 

 日本では、最近になってやっと国際認証の認知度が高まってきたと感じている。 

 工場の整備や作業環境などは指摘を受けて都度改善に取り組んできた。このため

社内の安全性、作業環境については向上している。 

 Bluesignが認めた染料をつかうことで、制限物質リスト（RSL：Restricted Substances 

List）に抵触することが無くなった点もメリットである。 

 Bluesign は、各国の染工場の情報があり、世界中の染工場で、当社がどういう位

置づけにあるかを示すデータも開示してもらえる。 

 Bluesign の取得によって、安全な染料を使用していると認められ安心してもらえ

る。Bluesign が認めたことを証明すれば、染料や原料に関して他の認証でも認め

られることもあり、この点は大変助かるところである。【K社】 

 社内ではサステナビリティに関する委員会を立ち上げて、サステナビリティビジ

ョンを策定しているが、同時期に GRS を取得していたため、具体的な取組イメ

ージとして社内へのメッセージ効果があった。【O社】 

 
9 近年であれば、2020 年 10 月にオーガニックコットンの主要生産国であるインドでオーガニックコット

ン認証の大規模な不正行為が発覚している。「オーガニックコットン／インドで不正認証が発覚／供給不

安定化で価格高騰」『繊維ニュース』（オンライン版）2020年 12 月 7 日、https://www.sen-i-

news.co.jp/seninews/view/?article=361845。 
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 OEKO-TEX は薬剤に係る認証であり、薬剤に対する知識や管理方法を従業員に

周知していることで、従業員のレベルアップに繋がっていると考えられる。【P社】 
 

(4) 認証取得に関する課題等 

① 負担の大きさ 

認証取得に要するコスト負担の大きさは多くの企業から聞かれた。また、認証を継続

するためにも費用が必要であり、認証機関側がチェック項目を増やすとそれに伴い認証

取得や継続に要するコストも上昇するため、財務体質が強い企業でないと認証を取得で

きないのではないかと懸念する意見もあった。 

また、分業化されている我が国の繊維産業の特徴を踏まえると、認証取得に当たり各

サプライヤーの協力が必要な場合があるため、それだけ認証取得のハードルが高くなる。 
 

 GRSは要件を厳しくしており、チェックすべき事項が増え、それに伴って認証費

用も上昇している。財務体質の強い企業でないと取れないのではと危惧してい

る。 

 海外のアパレルからの GRS に関する問い合わせは増えている。排出量や回収率

など色々な情報を公開してほしいという要求が多いが、すべてに丁寧に応えてい

くのは難しい。場合によっては秘密保持契約を締結する必要もでてくるが、透明

性に欠けるとしてネガティブに評価するアパレルもおり、苦慮している。【D社】 

 分業化している日本の繊維産業の工程では、GOTSの基準はハードルが高い。糸

作りから生地作り、仕上げといった工程で、少なくとも 3社以上の零細企業が連

携して生産している場合が多い。【F社】 

 周囲の企業で認証取得を検討したいという話は聞くが、自社ブランドを持ってい

る事業者で、自社で製品を売ろうとする積極的な経営者に限られる。 

 繊維産業は、売上数千万の家族経営のところから年間何百億の売上の企業もあ

り、企業格差がある。一律に基準のクリアを目指すのは厳しいだろう。小さい企

業は、「誰が書類を作るのか」というところからつまずくと思う。【G社】 

 デメリットは、原材料、薬品が限定されており、薬剤の単価が割高になることが

ある。Bluesign の規制は、国内関係法令の水準よりも厳しいものがあり、それに

対応することが可能な分析機関も限られるため、分析費用がかさむ。環境、健康

安全だけではなく、水の使用量、エネルギー使用量、排水量などについてアドバ

イスをいただくが、対策するためにはコストに跳ね返るのも課題である。【K社】 

 当社は、ヨーロッパの有名高級ブランドなどに販売しているが、きちんと証明書

を読めば品質に問題が無いことが明らかであっても、認証取得が前提となる。英

国は RWS とは関係なくウールの取り扱いを厳格に行っており、トレーサビリテ

ィに関する証明書を発行しているが、海外アパレルとは、認証が無いと取引でき

ない。国際認証にも競争関係があり、英国は RWS よりも高い品質であることを

ブランディングするため、RWS を取得しないことにしていると聞いている。国

際認証の取得素材のみで対応しようとすると、素材の選択肢が狭まってしまうた

め、適材適所で素材を選択していく必要がある。 

 サステナビリティ対応のために、海外ブランドから、コストを負担してくれると

いったオファーは無い。買うか買わないか決める時にトータルの値段を見て決め

るが、認証が無いのなら「買わない」と言われてしまうだけである。【L社】 

 サプライヤーからときどき認証素材の提案はあるが、コスト的に見合っていな
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い。丈夫さが当社商品にマッチしないので、なかなか採用が難しい。また、当社

は同じ商品を変更しておらず、継ぎ足しで製造しているので、在庫素材を残した

まま認証素材に変更してしまうと、異なる素材で同じ商品にすることができない

のも採用が難しい理由。 

 感覚的に認証素材の方が通常より 2割ぐらいは価格が高い印象。また、例えば値

段が一緒であったとしても耐久性が下がるのでは困る。現在使っている素材と同

じ品質で同じ値段なら、認証があるほうがよいが、そういう素材はない。 

 【A社】 

 当社は設備が無いので Bluesign の登録料以外にイニシャルコストはかかってい

ないが、実際に製造する工場は、設備的な対応が必要になり、高いコストを支払

っていると聞く。加工工程で使用する溶剤の量を確認し、場合によっては溶剤を

回収する設備が必要ということで、多額の設備投資を求められることがある。3

年に一回の監査があり、溶剤の回収がうまくいっていないと、3年後に登録取り

消しになる旨通告された、といった厳しい話も聞く。 

 サプライチェーンには、樹脂・原糸製造、織り、染め、縫製、販売という各工程

があり、最低でも 7～8 社が生産工程に関わってくる。サプライチェーンの一社

でも抜けると、Bluesign認証として承認されないため、賛同する企業がどれだけ

あるかに大きく左右される。【M 社】 

 ISO14000シリーズを取得しており、それよりも厳しい印象はなかったが、ISOと

GRS は数式が異なったため、適応させるのに工数がかかった。製品登録を行う

が、工程に関与する物流会社や加工会社、委託先についても認証単位となったた

め、当初の想定よりも費用も嵩んだ。【O社】 

 （OEKO-TEX）毎年追加される有害物質について、納入業者に調査を行う必要が

ある。また、顧客からも使用していないかどうかの問い合わせが増えており、作

業が年々増加している。【P社】 

 

② 収益・営業面での恩恵が小さい・我が国で認証が浸透していない 

売り上げのほとんどが国内向けの場合、オーガニックコットンを謳うのに GOTS 等

の国際認証は不要であることから、あえて認証を取得するか企業として判断に迷ってい

る様子も見て取れた。消費者レベルでも認証品を優先する購買行動が広がっているとは

いえないことから、認証取得が必ずしも収益増や新規顧客獲得につながらないといった

意見も聞かれた。ただし、サステナビリティへの意識も高まりつつあるとの指摘もあっ

た。 

また、認証取得に要したコストを賄えるほど価格転嫁ができない状況も明らかとなっ

た。 

 

 国内マーケットの顧客が一番鈍感である。国内展示会に出展した際も、GRSが必

ずしもアピールにはならなかった。【B社】 

 日本のアパレルはサステナビリティに鈍感である。この 2年で浸透してきている

が、まだビジネスとして展開するレベルにはない。 

 D社】 

 GOTSを取得していなくても国内ではオーガニックコットンを謳えるため、費用

を負担してまで取得するメリットがあるかについて企業間で意見が分かれてい

る。連携先の小さな工場には毎年ユニットに入っていただくようご依頼している

形であり、いかにつながりを持てるかという問題となる。 
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 身体に入れる食品であれば有機 JAS 制度などがあるが、衣類は化学繊維を使っ

ていても病気になることはないため、プロセスを証明しないと、商品だけを見て

も分からない。【F社】 

 認証を受けるにはコストがかかり単価に優位性がない。若い人を中心に、サステ

ナビリティに配慮した世界を気にしていると聞いているので、購買層が拡がれば

重要になっていくと考えている。繊維業界は全般的にはまだサステナビリティ対

応の意識は高まっていない。実際のところ今までは多くの会社は後手で、言われ

たら対応するという状況だった。社会的にサステナビリティの要請が高まってき

ているのと、CSRに関する世間の要求が高まっているので、一部積極的に対応す

る企業も増えてきている。【H社】 

 国内の消費者は、肌に優しい・無農薬であるといった自分が使う製品としての観

点でオーガニックコットンの商品を買うことが多い。海外の展示会に行くと、サ

プライチェーン全体で健全なものづくりをすることが重要であるという意識が

浸透しており、利他的な考え方が根付いている。【E社】 

 認証取得により、収益の増加や新規の引き合いなどはない。国内マーケットは国

際認証に関心が低く、特に問い合わせ等もない。実際の製品の製造よりは、認証

取得を通じて環境や人権に取り組んでいる旨を積極的にアピールしている。【G

社】 

 認証にかかる費用の価格への転嫁について、商社やメーカーに訴えかけていっ

た。具体的に取得にあたり費用を負担しても良いという顧客はいたが、実際にお

金を負担してもらうところまでの話には至っていない。加工料金に価格転嫁する

ことが難しい。発注先と交渉して、品番ごとの加工料金を設定して、トータルで

経費を吸収できるような、加工料金設定になるよう努力している。【K社】 

 国際認証が顧客に認知されているかも問題。これから各社が認証品を使った製品

を出していけば徐々に広まっていくと思うが、現状ではデザイナーでさえ知らな

いという状況なので、消費者がどれぐらい知っているかという不安もあり、積極

的に検討することを躊躇する。 

 グローバル市場の中で販売していく中では国際認証も必要なことだと認識して

いる。実際のところ何が良いのかを慎重にみきわめながら社内でも検討していき

たい。海外の NGO のように強い声や消費者の要請があれば、その流れに乗るこ

ともできるが、国内ではあまり強い声がないので、どこへ進むのがよいのか見極

めが難しいのが実情である。【A社】 

 環境に配慮した製品を供給しても、価格に転嫁することが難しいことが日本国内

における課題である。リサイクル素材を使用した製品以外にも、生分解性素材、

植物性素材（石油由来ではない植物油から製造した化学繊維）などは、原料価格

が高く、1.5～2倍の価格となる。海外の顧客は価値を理解し、積極的に調達し、

一般の消費者にどうやってそれを伝えるかを意識している。【M 社】 

 取得によるメリットはまだ感じていない。Bluesignの認知度は世界的にまだ低く、

国内ではさらにその傾向が顕著。GRS や ZDHC 等の方が認知度もブランド力も

高い。顧客と話す中で Bluesign がアピールになったことはこれまでにない。同業

他社のなかには Bluesignが有効に働いているとも聞いている。 

 サステナブルに関する意識が非常に高い国・地域では、欧米系アパレルの販路拡

大に向けた活用を考えている。米国の ECサイトでサステナブル商品の販売が PR

されており、Bluesign も対象となっているため、同サイトでの販売を考えている。

【N社】 
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③ 認証対応に必要な機材や薬品の調達の難しさ 

認証取得に適合する原材料や薬品等が我が国で調達できない場合は海外から入手し

なければならず、コスト面や通関といった手続き面での負担増につながるとの課題も聞

かれた。 

我が国でも認証対応素材や薬品も増えており、負担軽減の可能性もあるが、我が国の

国内で認証取得企業が増えなければ素材・薬剤メーカーも採算性が確保されず、認証取

得に消極的になるとの意見もあった。 

 

 OCSでは、認証取得にあたって原材料の調達を変更することはなかった。一方、

GOTSでは、適合する薬品を使わなくてはならない点が課題である。海外から薬

品を調達すると通関が大変である。また、数年分のロットで注文して仕入れない

といけないなど、ロスも増える。国内で生産された薬品あれば、小ロットで購入

が可能となるが、国内薬品メーカーでも徐々に GOTSの認証を取得する薬品が増

えてきているため、今後更に増えれば、国内の薬品だけで GOTSを取得できるの

ではないかと思っている。国内薬品メーカーには 10 年前から取得を働きかけて

きて、コスト面やハードルの高さから消極的であったが、最近は少しずつ変わっ

てきている。【G社】 

 安全にかかわる認証であるため、これまでに認証を受けていた薬剤が使えなくな

るなど、基準が強化されてきている。日本では使える薬剤も、欧米の基準が適用

されると使えない場合がある。国内の薬剤メーカーが Bluesign の認証を取得して

いないと、海外の薬剤メーカーを中心に選択せざるを得ず、輸入でコストがかか

る上、大口取引せざるを得ない。国内の薬剤メーカーは、採算等を考慮して、認

証取得に二の足を踏む場合が多いと聞いている。【J 社】 

 染料や薬剤が Bluesign を取得したものしか使えない点はデメリットである。我々

は染料の国内ディーラーと取引をしているが、ディーラーは Bluesign を知らず、

理解してもらうのに時間がかかった。国内ディーラーに依頼して、海外メーカー

から、染料や助剤が調達するようにした。最近は日本の薬剤メーカーも Bluesign

のシステムパートナーに入るようになったので、環境は良くなっている。 

 Bluesign の認証を取得している国内の薬剤メーカーは少ないが、染料メーカーで

は 1 社程度、助剤関係の取得企業した企業は 5，6 社ほど（日華化学、明成化学

工業、三木理研工業、北広 ）であり、最近増えてきた。 

 Bluesign 認証は、染料の規制について影響を受ける。Bluesign では、化学物質ご

とに基準値がある。TCPなどの化学物質が、染料のロットによって検出値にばら

つきが出て基準値を超えるものが出た場合に、これまでは使用が認められても、

その後認められなくなるということもある。【K社】 

 GRSの ZDHC10を採用しているが、繊維工場で完全にこの基準をクリアできると

ころはないのではないかと考えている。例えば、アンチモンという触媒を使用し

ているが、これを含む廃液は、規制値を超えてしまう。ポリエステルの染工場に

とっては取得が難しい。過去に認証取得した染工場もあるようだが、最近基準が

変わっているようなので、どのようにクリアしているのかは疑問である。【K社】 

 GOTS と OCS の違いは、染料の基準、労働環境の保全の基準が入っているどう

 
10 有害化学物質排出ゼログループ(Zero Discharge of Hazardous Chemicals: ZDHC)は、繊維製品等の製

造時の化学物質の適正管理を行なうことを目的とした取組み。 
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か。国内工場では労働環境が問題視されることは少ないが。GOTSの染料基準は、

海外で定められた基準であるため、日本国内で入手すると高額になるものもあ

る。過去には、天然成分で染色している製品で認証を取得していたが、基準の改

定により突然取得できなくなり、一部工場については GOTS から OCS へ切り替

えたということもある。【F社】 

 

④ 認証及び監査機関の脆弱なガバナンス 

認証機関の体制やガバナンスが脆弱のため、認証取得・継続手続きが滞っている状況

がヒアリングで確認できた。認証機関側の対応不能により認証維持ができなかったとし

ても、取引先が認証を購買要件にしている場合は取引や収益上大きな問題になるため、

認証維持のために企業側で方策を講じている様子も見て取れた。監査機関の体制も十分

とはいえず、我が国の評価機関による適切な手続きを求める声も聞かれた。 

 

 GRSは急速に参加企業が増えているのに対し、認証機関の体制は脆弱で、ガバナ

ンスが機能していない。購買要件として GRSを求めている企業もあるため、「来

年取れなくても良い」とは考えられず、どうにか維持するためにコンサルタント

に依頼して橋渡ししていただいている。 

 また、認証機関の本部の考え方に曖昧な部分がある。そのような相手に対して、

日本にいる我々がコミュニケーションを取ることが非常に大変である。 

 ルール改正があった際に我々に通知しないなど、認証機関のガバナンスに問題を

感じている。本来は審査終了後すぐに結果が通知されるものを、審査後 3ヶ月ほ

ど待たされ、問い合わせてやっとルールが変更され取得ができない旨を言い渡さ

れたことがある。この問題はいまだに解決しておらず、その間 GRS 製品のサプ

ライチェーンが途切れて、関係者に迷惑をかけた。Textile Exchange にも監査機関

のコントロールユニオンにも問い合わせたが、適切なフィードバックが得られ

ず、問題点が分からないままである。国内の評価機関で適切に手続きができるこ

とが重要である。【D社】 

 GOTS の認証はコントロールユニオンとエコサートの 2 機関によって行われる

が、担当者のレベルも異なり、毎年の監査がスムーズに実施されているとはいえ

ない。 

 JOCAとしては、日本固有の技術を GOTSで認めてもらうよう何年間もアプロー

チしているが、未だに認められておらず、日本のものづくりがグローバルで理解

されていないと考えている。例えば、天然素材を使った染色技術である草木染め

は日本の素晴らしい技術であるが、GOTSのメンバーには理解されていない。 

 JOCAでは、ユニットでの取得を行う際にかかるコストを下げていただきたいと

いう働きかけをしている。また、現状の制度では関連企業全てに対して監査に赴

く必要があるが、日本の分業の状況を踏まえると、手間が大変かかるため、日本

独特のシステムを構築していただくような検討も並行して進めている。例えば、

コントロールユニオンの担当者が全国に赴く代わりに、認証を取得する企業（親

会社）が代わりに指導し、プログラムへの適合状況をチェックできるような機能

があれば、ハードルが下がると考えられる。諸外国では、バングラデシュや中国

では一気通貫で繊維を製造しているため、取得しやすいと聞いている。【E社】 

 GOTSは日本にも認証機関があるが、理由は分からないが審査がなかなか進まな

い。その点が解消されれば、ヨーロッパでは GOTSのほうが信頼度が高いと聞い

ているため、GOTSも再び単独で認証を取りたいと思っている。【G社】 
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(5) 認証取得の対外的公表状況 

後述のとおり、海外企業は認証取得やサステナビリティへの取り組み状況を扱う専用

ウェブページを作成したりしているが、我が国でも取得認証を名刺に入れるなど対外的

にアピールしている企業も存在する一方で、ニュースリリース等での告知にとどまり、

積極的なアピールにまでつなげていない企業も存在する状況が見て取れる。 

 

 本来はホームページのサステナビリティのページで PRする内容だが、更新する

にも費用がかかるため、今のところニュースリリースに掲載しているのみであ

る。今後ホームページを更新する際に、PRの方法について検討する予定である。

【B社】 

 新作商品を紹介する合同展示会に年に 2回は出展しており、オーガニックコット

ンや国際認証のことを PRしている。【F 社】 

 認証を取得している旨の PRとして、環境レポートを作成して顧客にお送りした

ことはあり、名刺にはロゴを入れている。一方、染色業界では OEKO-TEX や

Bluesign に対応するのは当たり前となりつつあり、PR の効果が高いとは言えな

い。【J社】 

 対外的なアピールとして、当社の Bluesign 認証取得企業であることを、顧客はほ

とんど認識している。我々も Bluesign のロゴを名刺に入れたり、顧客との商談に

おいて Bluesignに言及するなど、工夫している。【K社】 

 

(6) 我が国政府の支援等に対する要望・意見 

① コスト負担の軽減 

ヒアリングでは認証取得に要するコストへの補助を求める声が聞かれた。上述のとお

りコスト増を価格に転嫁できないことも多く、最終製品の値上げができないと川中・川

下企業の負担が大きくなることへの懸念も聞かれた。 

 

 中小企業にとっては、100 万円以上の認証取得コストは負担になるだろう。監査

費用以外にも、ハードルの高い内容を要求されるため、社内のメンテナンスコス

トもかかる。認証取得に向けた金銭的補助があればありがたい。【B社】 

 最終的には海外に輸出していくことを考えると、原糸だけではなく、最終製品ま

で GRS でつないでいかないといけない。日本の繊維産業として、我々メーカー

だけではなく、産業全体を考える必要がある。今、国内のアパレル産業は疲弊し

ている。97%が海外製品で、国内製造のビジネスモデルが、成り立たなくなって

いる。国内の繊維産業を盛り上げなくてはならない。このために、企業が国際認

証を取れるようなシステムが必要である。国内の染色加工業 1社で認証を取るの

は、相当体力無いと対応できず、非常に難しいと思われるので、そうした点につ

いて国からのサポートが必要と思う。メーカー単独で成功することは考えづら

く、全体で品質チェックをして、品質を底上げしていく必要がある。繊維産業の

川中、川下は共存共栄である。そういう観点から支援していただくとありがたい。 

 認証取得のために技術開発や設備投資などのコストが嵩んでおり、価格に転嫁せ

ざるを得ない。まだ原料メーカーは価格転嫁できるが、最終製品の段階で価格を

転嫁できないと、川中、川下の企業にしわ寄せがくることになる。【D社】 

 GOTS はグローバルでは数千社程度の認証企業がある中で、日本は 20 数社と完
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全に取り残されている。プルミエールビジョンにおいても認証が必須とされてい

るなど、海外に販売していくためには認証取得が当たり前になっていくであろ

う。国内の繊維産業は分業化しており、認証取得にかかるコストが高い、外注先

がプログラムに付いてこられない等の様々な理由で取得に至っていない。資金面

の援助があれば、取得を検討する事業者もあるだろう。取得をすれば実感できる

メリットは多い。【C社】 

 オーガニックコットンと称して販売するのであれば、国際認証の取得が必要だと

考えている。取得に手間がかかって取れないという企業に対しては、国が助成す

る等、ハードルを低くするような政策が望ましい。【F社】 

 初期費用、資金面の支援等があるとありがたいだろう。 

 国内では国際基準に沿った化学物質の分析体制が整っていない。それによって分

析に時間がかかったり、高額な費用がかかるのが現状である。日本は先進国とい

われているが、繊維業界に関しては世界に後れをとっている。分析の設備や費用、

翻訳環境など、国際基準をクリアするための設備投資など国から協力が得られた

ら、日本の商圏を国内に留まらせることに繋がると思う。【J 社】 

 中小企業が国際認証取得していくにあたり、言葉と費用が大きな壁となる。国際

基準は基本的に英語での対応が求められる。自動翻訳など進歩しているが、専門

用語も多いため、言葉の壁が大きく、後れを取っていると思う。【K社】 

 国際認証が進まないハードルは、何よりもコストと手間だろう。国内のアパレル

は、認証の価値を理解してくれないため、インセンティブとならない。ものづく

りの費用というよりも、取得費用のサポートをしてもらえるとありがたい。 

 RWS にしろ、リサイクルウールにしても、なかなか消費者の購買行動につなが

っていない。その一方でコストがかかるので、我々の負担が高くなる。カーボン

フットプリントの目標達成のために、RWS 未対応のものは価格が高くなるよう

にする、RWS 対応のもののコストを下げる支援をする、といったことをすると

良いのではないか。【L社】 

 サステナビリティ対応や国際認証対応の一番の問題はコストである。手っ取り早

いことを考えれば、認証をつけている事業者に支援があると取り組みやすくな

る。【A社】 

 

② 我が国発の基準・認証、国際的な発言力強化 

上記のコスト負担軽減への要望とも重なるが、認証取得コストが大きくなる一因とし

て、現在の認証が欧米ルール基準であるとの認識から、日本発のプラットフォームの形

成を求める声が聞かれた。欧米主導で基準づくりが進むことを懸念する声は複数のヒア

リングで聞かれており、我が国として発言力強化が必要との課題意識があることも確認

された。 

 

 国際認証は、海外顧客から要望される。日本発のプラットフォームとして、日本

品質が管理されるような基準があれば、中小企業もお金かけずに安心して対応で

きるだろう。現状では、海外で取り決められた方針が要求されてしまっており、

かつ ISOのように外部コンサルが多くはおらず、比較的詳しい人に話を聞く程度

で対応せざるを得ない。【B社】 

 国際認証のルールを決めるのは欧米である。欧米の定めるルールは EUのもので

あり、たとえ日本のルールが海外のものと異なっていても、日本を含めすべての

国で守りなさいというスタンスである。認証取得企業だけが恩恵を受けて発展し
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ていくような歪んだ構図になってしまう。地政学的リスクも加味した認証のルー

ルが必要であると、日本化学繊維協会（化繊協会）でも言われており、日本とし

て声を上げて動く必要がある。 

 【D社】 

 現状では認証は海外のものばかりであり、日本発信で競争力の高い国際認証があ

るとよい。必ずしもエコ製品に限る必要はないかもしれないが、国内の繊維産業

を守るシステムがあるとよい。【N社】 

 

③ 基準・認証の統一 

認証制度の乱立を懸念する意見も聞かれた。すでに複数の国際認証や顧客・取引先か

らの要望があり、内容が重なっていたとしても認証ごとに対応が必要で費用負担が増え

る現状もあることから、基準や認証の統一を求める意見もあった。 

 

 Bluesign の取得時には、日本のメーカーで取り扱われるケースがないなど、難し

い点が多々あった。商品数は増えてきているが、一部の団体のリーダーシップで

仕組みが強引に進んでいく傾向がある。Bluesign以外にも様々な認証の取得が要

求され、内容としては重なる部分があっても、個社毎に要求される認証が異なる

と負担が増えてしまうため、ある程度統一されるとありがたいと考えている。【J

社】 

 世界には様々な基準や規制があり、営利目的を含め多くの国際認証を含めて存在

する。このままでは、日本国内でもよく似た認証制度が乱立しかねない。政府と

しては、国内認証制度の統一を見据えた対応をしていただきたい。【K社】 

 日本の工場で使用が認められている薬品でも、海外であれば禁止されていたり、

基準値が日本より低いこともある。基準値が異なる場合に、Bluesign や国際基準

と整合がとれていると、工場関係者と意思疎通を図りやすい。【M 社】 

 国際認証がたくさんあり、どの認証でも良いというアパレルもいるが、指定され

た際にはビジネスが途中で止まってしまう。日本だけでは難しいと思うが、基準

の統一のような動きがあればありがたいと考えている。【O社】 

 法令についても認証と合致すると取り組みやすくなる。OEKO-TEXは、日本の法

令基準に比べて有害に当たる物質の数が多く、排水規制が厳しい。日本の基準は

甘く、有害とされる物質の数は 1/10～1/5程度ではないか。【P社】 

 

④ 普及啓発 

上述のとおり、認証を取得しても売上増や新規顧客開拓につながらないとの意見が聞

かれたが、その一因としてそもそも我が国で国際認証を求める市場環境が醸成されてい

ないとの意見もあった。海外企業や海外市場では認証取得が最低条件になりつつあり、

我が国の繊維産業の維持発展のために繊維関連企業への普及啓発と同時に、そうした素

材や製品の需要につながるような買う側の意識・行動の変化が必要との意見も聞かれた。 
 

 そもそもの市場環境として、必要性を感じていないから認証は普及していない、

という現状がある。繊維産業は分業で行われており、流通を担う事業者は販売に

通じているが、当社のような染色業は「委託加工」に位置しており、販売とは接

点が無いため、何も情報が来ない。サプライチェーンの下流側から働きかけがな

いと、取り組まないだろう。海外から輸入し、海外に売るというのが日本の製造
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業の付加価値であり、当社は自社製品を海外へ販売したいという思いがあったた

め取り組んだが、そうでなければ経費と時間をかけて認証を取得する必要はない

と考えるだろう。今後繊維業界としては、自社で製造した製品を自社で販売する

方向に取り組んでいかないといけないのではないか。そのために国際認証も取得

が必要となり、法的な問題をクリアしていかなくてはならない。そうしないと日

本の繊維産業は取り残されるだろう。【G社】 

 まずは先進企業が取組を進める段階にあると思うが、政府としてはそのような先

進企業のサポート、事例としての発信をしていただければ、大手も参考にするの

ではないか。 

 また、政府には、国際認証を取得しているようなサステナブル素材の購入をしょ

うようするような国内施策を展開して欲しい。羊毛産業協会では、サイエンス・

ベースド・ターゲットという発想で、ウールの環境負荷について調べるという取

り組みがあるが、現実論として製造工程などしか測定できない。製造工程はかな

り投資しており環境負荷を下げている【L社】 

 長い目で見ると、消費者にこうした商品の良さや価値が伝わることの方が大事だ

とも思う。しかし長い目で考えていられるほどアパレル業界が長期間耐えられる

かどうかというのが実情でもある。購入する方への割引とかポイントなどの特典

があると、買う側の意識・行動も転換するのではないか。【A社】 

 一般消費者が、環境よりも値段に敏感である。コロナ禍においては、原料メーカ

ーが生産を抑制しており、糸の値段が上昇している。海外の顧客はこの点につい

て事情を理解している。米国でも 5%程度の物価上昇があるので、「5%の価格上

昇であれば受け入れられる」と合理的に判断してくれる。しかし日本国内では、

物価上昇分を転嫁できず、当社が負担せざるを得なくなる。物価や賃金の上昇が

ない中で、環境に対する意識が購買行動に結びつかない。このためもっと啓発が

必要だと感じる。ファストファッションのブームの中で、環境対応にサステナビ

リティ対応も求められているが、価格がネックとなり高付加価値化が難しくなっ

ている。【M 社】 

 例えば家電リサイクル法やエコカー減税など、他業界では行政による消費者のエ

コな意識が高まる取組も多いが、繊維業界ではそのような取組がなく、消費者の

志向でエコな商品を選ぶしかないため、浸透するのがなかなか難しいと考えてい

る。例えば、バイオマス素材を使用した洋服を買えばマイナポイントが得られる

など、メリットを得られるようなシステムや補助金等があると消費者のニーズが

高まり、ゆくゆくはアパレルブランドにおける国際認証の認知度も上がるだろ

う。【N社】 

 

⑤ 支援体制の構築 

認証取得を支援する外部組織・コンサルティング企業の育成を提案する企業もあった。 
 

 認証取得をサポートするコンサルティング会社があるのは認知しているが、コン

サルティングできる人材の育成やより簡易に実現するための政策があるとよい。

コンサルタントとしては、例えば GOTS取得に向けての準備や英語の解釈が正し

いかどうか等、認証取得において実際に何が求められるかという内容を理解した

上で何を準備すれば良いかを教えてくれるコンサルタントがありがたい。【P社】 



 

30 

  

4. デュー・ディリジェンス実施に関する実態調査 

4.1. 調査概要 

我が国の繊維関連産業事業者やアパレルメーカー等を対象としてヒアリング調査を

行い、繊維関連産業におけるデュー・ディリジェンスへの対応状況について整理・分析

した。 

ヒアリングはオンライン会議システムにて実施した（一部対面ヒアリング）。調査日

程とヒアリング対象企業は 3.1の図表 5の企業と同様である。 

 

4.2. 取組み内容 

(1) デュー・ディリジェンス実施の有無とその理由 

今回の調査では、そもそもデュー・ディリジェンスという用語自体がさほど浸透して

いない現状が調査によって明らかとなった。下記はヒアリング実施企業へのヒアリング

結果の抜粋であるが、ヒアリングを打診した他の企業の中にも「デュー・ディリジェン

ス」という用語自体知らない・説明してほしいというケースもあり、普及が必要な状況

が見て取れた（他方、言葉は知らなくても実質的にデュー・ディリジェンスに取り組ん

でいる企業もあった）。 

一方で、認証取得がデュー・ディリジェンス対応につながっている例や、商社に必要

な要件を満たした素材等の調達を依頼している例や、個社ではなく企業グループ全体の

なかで取り組んでいる例もあった。 

取組みの経緯として海外顧客から児童労働等に関するアンケートへの対応が求めら

れたといった声がある一方、我が国のアパレル企業からそういった対応を求められたこ

とはないといった指摘があり、デュー・ディリジェンスへの取組み面でも国内外で温度

差がある現状が見て取れた。 

 

 「デュー・ディリジェンス」ではなく、「リスクアセスメント」という言葉で実施

している。 

 海外の取引先からは、デュー・ディリジェンスに関する監査を追加的に求められ

ることはないが、Higg Index におけるエネルギー系および社会的要件（人権、労

働環境）のアンケートへの対応を求められる。Higg Index についても、今は自己

申告でよいが、2年後には監査を受けるような要請を、商社から間接的に受けて

いる。【B社】 

 GRSの要件に、社会的要件（Social Requirement）が含まれており、これに対応す

ることで実質的にデュー・ディリジェンスを実施していると認識。雇用、ハラス

メント、残業、賃金、水の使用量、大気や排水等の削減努力に関するものである。

温室効果ガス関係では、別途 LCA で計算している。よって、少なくとも当社繊

維では、デュー・ディリジェンスについての第三者の裏付けを得られている。【D

社】 

 GOTSに対応してマニュアル類を整備しているため、問題が起こることはないだ

ろう。SDGs のゴールを見ても、対応状況をすぐに説明できるようなレベルにあ

る。 

 日本の工場ではベトナムや中国からの研修生が縫製等を行っていることが多く、

人権問題になることがあるが、当社は近隣に住んでいる日本人だけでものづくり

しており、珍しい事例である。日本人が技術を継承していくことが重要であると
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考えている。【E社】 

 GOTSの認証に設けられている、最低賃金や環境意識、ハラスメントに関する基

準は、他国では分からないが、日本では当たり前のことである。特別そのために

何かをしているわけではない。 

 取引先の企業については、SDGs を意識してオーガニックコットンを扱う場合が

多い。百貨店や百貨店のブランドから、原料の認証証明書を出してほしいという

要望は多いが、会社同士の取組までは今のところ至れていない。【F社】 

 「デュー・ディリジェンス」という言葉は、初めて聞いたが、国際認証を受ける

にあたって、OECDガイダンスに示される項目は、ほぼ網羅していると思ってい

る。 

 常に情報を仕入れ、最新版のものに対応するようにしている。明文化して社内の

掲示板に張り出している。 

 当社として、できるだけのことは行っている。環境問題はむしろ法律以上に厳し

い基準に従っている。労働組合は無いが、場内の長を決めて交渉をするといった

仕組みを構築している。認証取得を通じてそれなりに対応できていると感じてい

る。 

 リスクが顕在化した場合の方針について明文化はしているが、具体的に問題が発

生したことは無い。プロセスについては当社 HPに公開している。【G社】 

 環境マネジメントシステムとしては KES 規格11のステップ 2SRを取得しており、

組織統治、人権、労働慣行、事業慣行、コミュニティ等を目標項目として掲げ、

管理している。 

 直接取引している会社は少なく、顧客の生地の委託加工が主な事業のため、当社

として CSR 監査をするようなことはない。物流倉庫等の直接取引先に対する取

組や関係性構築については、今後の検討課題として挙げられている。【J 社】 

 「デュー・ディリジェンス」として、自社内では具体的な取組活動はしていない。

このため、特に参考にしたデュー・ディリジェンスのガイダンスなどは無い。 

 Bluesignへの対応や社外のアパレルや商社からの監査やアンケートを求められて

おり、その都度活動をすすめ、対応している。【K社】 

 国内アパレルの顧客からは、デュー・ディリジェンスのようなものを求められた

ことは無いが、ヨーロッパの顧客から児童労働に関するアンケートが求められた

ことはある。日本のアパレル企業はこのような調査はしていない。 

 下請法に関するアンケートは沢山来るが、いまだに良くない慣行がある。90日の

手形を切るやり方が横行しているが、当社ではそのようなことはしていない。 

 【L社】 

 正面からデュー・ディリジェンスに体系的に取り組んでいる状況にはなく、顧客

が反応する可能性がある問題に応じて対応している状況。そもそも、アパレル業

界で「デュー・ディリジェンス」という言葉が使われることがほとんどないので、

具体的に分かっていないことも多い。 

 当社は、商社から素材を調達して製造委託している。信頼関係のある商社の提案

を受けて素材を採用しているので、問題があるものは出てこないものと信頼して

 
11 KES規格（Kyoto Environmental Management System Standard）は、環境マネジメントシステム

の国際規格である ISO14001の基本コンセプトをもとに、トップが定める「環境方針」に基づき、管理の

サイクル Plan（計画）-Do（実行）-Check（点検）-Action（レビュー）を循環させることによって継

続的な改善を図ることであり、ISO14001 の中核となる本質を活かしつつ、用語や規格の内容をよりシン

プルにしたもの。 
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いる。商社もサステナビリティ対応は気にしている。例えば大前提として非人道

的な児童労働が関わるものなどは供給しないよう伝えている。ただし、コストと

の見合いもあるので、どこまでチェックするかというところまでは詰めてはいな

い。 

 会社で方針を立てて体系的に取り組んでいるというよりは、環境によくないもの

など、世の中の動向や、顧客が問題視する可能性が出てきたものについて、部署

レベルで部長等の判断で対応している状況である。【A社】 

 繊維製品、生産工程のデュー・ディリジェンスは、当社だけで実施しているので

はなく、親会社がグループ全体で取り組んでいる。【C社】 

 具体的にデュー・ディリジェンスとして挙げられるような取組みは行っていな

い。 

 当社は、海外の原反を国内の商社から調達し、加工し商品に仕上げている。仕入

先である商社が、当当社に対して、会社の財務状況や組織の状況についてヒアリ

ングをすることがある。大手の商社との原反の取引の中で、ある程度「デュー・

ディリジェンス」が機能するようになっていると考えている。当社が商社から「御

社は大丈夫か」と問われることはあっても、当社から問うようなことはしない。 

 商社が当社にヒアリングする際は、通常の与信管理を目的とした財務調査に加え

て、危機管理から消防訓練の実施に至るまで、様々な観点から法令順守に関する

事項を確認される。 

 当社は欧州の企業と取引をしておらず、当社もそれほど大きくないために、「デ

ュー・ディリジェンスに取組むべき」というプレッシャーを感じる機会がほとん

どないと考える。 

 当社では、労使問題や外国人研修生をめぐる問題など、特に懸念するような問題

は抱えてはいない。少なくとも、各事業部門でそのような問題については報告さ

れていない。【I 社】 

 

(2) デュー・ディリジェンスの取組み内容 

① 実施体制等の整備 

デュー・ディリジェンス対応に際しては、他業界・他社がベンチマークとする基準を

参照しながら自社内で文書作成などを進めるなど新たに対応を強化する企業もあれば

GRI（Global Reporting Initiative）など従来から国際スタンダードを遵守している企業に

おいては、従来からの取組みに足りない部分を補完するといった取組をしている企業も

あった。 

また、会議体や社内委員会を設置して、課題の共有や対応の検討も行われている。管

理体制が構築され取組みが長期的に蓄積されることで、新たに対応しなければならない

項目も少なくなってくるなど、取組が進んでいる企業においては、対応が習熟されてい

く状況も見て取れた。 

 

 「労働安全」と「化学物質管理」については、徹底的に実施している。内部監査

を行う際に、現場の監査とともに、従業員への指導・教育の記録を文書で確認し

ている。監査の手引きを作成しており、近いうちに実施する予定である。 

 他社の事例などを参照しつつ、日本の状況を踏まえ、最低限守ってほしい内容に

ついて文書化している。 

 文書化は社内で対応した。監査は経営企画室で対応しているが、何かあれば、当
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社グループ全体の委員会で議案として検討することもある。 

 違反事例があった場合には、委員会の中で事例の共有や対応方針を検討し、定期

的に見直しを実施している。現場への周知も重要な要素である。【B社】 

 GRSは GRI（Global Reporting Initiative）スタンダードのルールに準じており、当

社グループも GRS を取得する以前から、GRI に従っていた。CSR という考えが

出てきた 1990 年代から取り組んでいたと思われる。 

 原料調達に関して、何か違反事例を見つかるようなことは今のところない。原料

調達などフェーズに応じたチェックルールがあった。調達相手方としての与信の

チェックもあった。【D社】 

 例えば人権では、ハラスメント講習会を実施する・個人面談を実施する等の目標

を掲げ、各部署で実行されている。実績については、月 1回確認するようにして

いる。 

 これまでに違反事例はないが、目標値を 3カ月連続で達成しなければ目標を改定

しないといけないという管理基準が設けられており、長い期間取り組んでいるた

め、新たにチャレンジするテーマも少なくなってきている。【J社】 

 デュー・ディリジェンスの内容について、潜在的な害悪の特定など、様々な項目

について、認証機関から指摘を受けた後に、社内・社外に結果を公表している。 

 社内規定で温室効果ガスの排出以外は全てクリアしている。昨今は、カーボンフ

リーの対応を求められている。我々も削減目標のための指針を作成している段

階。【K社】 

 我々は、原料を調達しているオーストラリアの原産地を訪問し、直接確認してい

る。羊はコストの観点で放牧して育てられているが、ちゃんと育てられているこ

とが確認できたものを購入している。 

 顧客である消費財メーカーから、CSR監査のシステム（SEDEX）への対応が求め

られ、承諾した。初年度の費用を相手先企業が負担してくれているが、二年目以

降は我々の負担かもしれない。グループ全体として対応している。実際の対応は

これからであるが、慣れてしまえばルーティン業務になるだろう。【L社】 

 デュー・ディリジェンスは商社に対するものと、自社生産の両方がある。当グル

ープにおける自社生産とは自社工場製造ではなく、自社が商社を介さず工場を直

接管理する委託生産を指す。委託先は中国なども含まれる。商社を介するものに

ついては、商社に縫製等の管理など商社から購入する製品そのものを委ねる。 

 自社生産においては、当社が自ら生地を調達するベンダーや縫製工場の確認を行

う。第三者検品も取引を結んで出荷前の検品を自前で完結している。【C社】 

 

② 委託先工場の査察 

デュー・ディリジェンスへの取組みをしている企業のなかには、労働環境など多くの

チェック項目をもとに CSR 担当部署・チームが自ら工場監査を実施し、課題や改善策

の確認を行っている企業もあった。ただし、2020 年からのコロナ禍の影響でリモート

対応を余儀なくされる等、十分に工場監査ができないといった影響を受けていることが

明らかとなった。 

 

 コロナ前は、半年に 1 回委託先工場を巡回して、アンケートカルテでチェック

し、実地確認もして、工場のオーナーと課題や対応策の認識を共有し、問題ない

というのを確認していた。問題があれば、いつまで改善できるか詰めを行い、半

年後、改善されていればクリアとなり、まだ不十分なら更に改善策を講じてもら
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う。 

 課題解決の方策は指導している。支援をどの程度行っているかはケースバイケー

スだと思うので、現場メンバーでないと分からない。 

 チェック項目は、例えば、化学物質の管理状況、労働時間管理、縫製ラインの労

働環境、衛生管理、空調の整備状況等、127 項目チェックし、具体的にどこをど

う改善していくか、工場に対して指導する。親会社グループの駐在員の CSR チ

ームが、定期的に工場に赴いてチェックしている。現在、コロナの影響でまだ

100%現地に出向いての確認はしきれていないが、行くことができるようになれ

ば、残業問題、賃金問題を含め実地で確認する。以上のように、自社生産におけ

る生産背景は明確になるよう確保されている。 

 商社を介するものについては、コロナの影響もあって現地工場にはまだ行くこと

ができていないが、商社からの話を聞いて、確認をとったうえで依頼している。

何百社も仕入先商社があり、その全てについて、CSR監査、工場監査を実施でき

ているわけではない。主要取引先については定期的に訪問して監査を実施してい

る。商社の取引先工場も何かあれば訪問できることになっており、適宜まわって

いる。【C社】 

 中国の工場に関しては、定期的に当社の社員の派遣し、監督する体制を構築して

いた。ただし、今はコロナ禍によりリモートで対応している。 

 ベトナム工場は、商社を通じて工場の管理監督を対応してもらっている。I 社】 

 

③ 環境負荷・社会的負荷の計測 

環境や社会への負荷を計測するために、HIGG INDEX といった指標を利用する企業

もあった。HIGG INDEX自体もスコア計算の精緻化が十分でない面はあるが、指標が最

も網羅的であり毎年更新されていることから同指標を活用しているとのことであった。 
 

 HIGG INDEXを導入した理由は、環境への配慮を定量化して透明性ある商品を販

売していくことを狙いとしている。 

 商社から仕入れた製品についても、資料を提供してもらって、計算式に入れて算

出している。数値化したうえで、できていること、できないことも、お伝えして

いる。 

 今年度が取組みの最初の年で、HIGG INDEXの 3つの項目、ブランド、ファシリ

ティ、マテリアルのうち、今のところ我々はマテリアルだけ導入している。将来

的には拡げることも考えている。我々のサプライチェーンの工場名の開示も段階

的に進めていきたいと考えている。 

 環境負荷の低い天然素材、リサイクル素材を使っていくのが基本的な考え方であ

る。ポリエステルや化学合成のものはできるだけ使わない。【C社】 

 GRSは GRI（Global Reporting Initiative）スタンダードのルールに準じており、当

社グループも GRS を取得する以前から、GRI に従っていた。GRS 取得に伴って

特別な何かを新たに取組んだというよりは、廃水やケミカルアセスメントなどの

裏付けが必要なところだけ、データを検査・分析した。【D社】 

 天然繊維が適正な比率で増えていけばよいと思う。自社のカーボンフットプリン

トを知る取組も始めており、計測のノウハウを持つ環境コンサルタントと契約し

て 2020年から炭素排出量の計測を実施している。今年中にグループ全体で 2025

年又は 2030 年の目標設定をして、対外発表する予定である。【L社】 
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(3) デュー・ディリジェンス対応によるメリット 

デュー・ディリジェンスに対応することで「健全な企業」として顧客から評価される

ことや取り組むことで従業員の安全向上につながるといったメリットがヒアリング企

業から挙げられた。 

 

 実施のメリットは、取組みをすることで「健全な企業」として認められ、それが

社会に認めてもらえることとなり、顧客からの信用にもつながる点である。【K

社】 

 従業員の安全を守るために実施しているという認識は現場の従業員にも周知さ

れており、それでも軽微な事故は発生するが、取り組まないよりは効果はあると

考えている。【B社】 

 デュー・ディリジェンスに関する指針を策定するメリットについて、ルールを整

備することで、品質の高い製品をマネジメントすることができ、ユニットとの関

係で互いに恩恵を受ける形となった。【D社】 

 国際的にデュー・ディリジェンス対応の必要性が高まっている中で、染色業界は

取り組むチャンスが少ない。当社の場合、顧客との縁で運良く早い段階から取り

組むことができたため、顧客の要求に応える体制、社内一人一人の認識も醸成さ

れていると思う。【J社】 

 

(4) 実施に関する課題等 

① 体制整備等へのハードルの高さやコストの大きさ 

今回の調査では、デュー・ディリジェンス（特に人権デュー・ディリジェンス）対応

のハードルの高さへの指摘があった。ハラスメント対応など必要な体制整備が必要とな

り、特に中小企業には容易なことではないことや、サプライヤーの中には零細企業もい

るため、サプライチェーン全体での対応が困難であること、第三者監査に要する費用が

大きいといった意見が聞かれた。 

サプライヤーからの協力を得ることも負担になりえ、特に我が国のサプライヤーから

は協力を得るのが難しい状況や、コロナ禍が続くと海外サプライヤーの監査も困難にな

るとの指摘があった。 

 

 人権デュー・ディリジェンスはハードルが高い面があり、まだ手を付けられてい

ない。ハラスメント対応が関連してくるが、表沙汰にするための体制や受け口の

整備が必要となり、ハードルが高い。上場企業が作っているような体制は中小企

業にはハードルが高く、従業員の安全を守る内容を優先的に実施している。将来

的には少しずつでも対応したいと考えており、社内の体制を整備しつつ、関連企

業と協働して実施できるようなところが目指す方向性である。サプライチェーン

には零細な製造事業者もあるため、デュー・ディリジェンスの意味から説明する

ような必要があり、なかなか進めることが難しい。 

 ない。【B社】 

 個社が監査に負担を感じながら対応しているため、「ある認証を取っていれば、

この監査は省略できる」といった風になると良い。 

 サプライヤーの与信チェックについて、取引開始後、定期的に確認している。ル

ールに従ってチェックをすることについて、サプライヤーはそれなりの企業規模

なので、ネガティブな反応はない。国内であるとなかなか難しいところがある。
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【D社】 

 サプライチェーンの管理を今後高度に対応することを求められた場合、コロナ禍

の海外渡航が困難な状況下では、現地に渡航し実態把握することが難しい。 

 コロナ前の水準まで人の往来や物流が回復すると仮定して、商品のオペレーショ

ン管理が密接にできている工場であれば、当社職員が出張して細かく現場で対応

し、工場の点検と現状の把握に努め、適切な対応を取ることは可能と考えるが、

頻繁に出張することが難しい工場の場合、デュー・ディリジェンス対応は困難に

なると考えている。 

 人権問題が実際にサプライチェーンの中で顕在化した事例については、特に聞い

たことはなく、そのようなケースが起きた場合の対応について、特別な情報を入

手したりしていない。今後発生した場合、当社職員の往来のある企業であれば直

接訪問して確認することになるだろう。運営を現地の工場に任せしているケース

であれば、何らかの形でチェックして確認する必要があると感じている。【I 社】 

 

② 認知度の低さ 

顧客がサステナビリティを重視するマインドになっていないため、コストをかけてデ

ュー・ディリジェンスに対応することに踏み切れていない状況が見て取れた。特に顧客

や消費者の意識が成熟していない状況ではコスト負担をしてでも対応するインセンテ

ィブに欠ける状況が見て取れるが、一方で、将来的には日本でもサステナビリティへの

意識が高まるとの見通しも聞かれた。 

 

 いまのところ顧客はまだ「第一にサステナビリティ」というマインドになってい

ない。サステナビリティ対応を購買に繋げていけるなら、取り組んでいきたいが、

顧客ニーズから、なかなかそこにたどりつかない。【A社】 

 実際の販売を通じて、人権等の問題が消費者の購買動機に繋がっていると感じた

ことは無い。【I 社】 

 HIGG INDEXは国内大手が活用しているが、社内運用の一部に留めているところ

が多いアパレル産業の中では何がサステナブルか表面だけで一人歩きしている

面もある。本当にサステナビリティに寄与しているのかどうか、この会社は本当

に透明性をもってとりくんでいるのか、消費者側の知識、関心も高まってくると

思うので、今後は表面的なものに留まらずサステナビリティを深掘りする活動が

生まれてくると思う。 

 SDGs の 17 の目標があるが、当グループも 4 年前にその中から取り組む領域を

選び、横軸にトレーサビリティを入れて考えてきた。「環境に優しい／労働」×

「トレーサビリティ」というイメージ。日本はエコとサステナブルが同義語にな

っているが、SDGs やサステナビリティはそれに留まらない。C社】 

 

(5) 我が国政府の支援等に対する要望・意見 

政府への要望としては、デュー・ディリジェンスに要する費用負担や顧客や取引先か

ら求められるアンケートや調査のフォーマット統一を求める意見のほか、「責任あるサ

プライチェーン」や「ビジネスと人権」といった考え方の普及啓発や企業の意識向上が

必要との意見も聞かれた。 

 

 我々のように愚直に透明性をもって取り組んでいる事業には支援金、助成金を出
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すとか、法人税の減免とか、そういった具体的なことに取り組んでほしい。【C社】 

 デュー・ディリジェンスの内容について、顧客からアンケート等の調査がされる

ことがあり、調査の際は「KES規格を取得している」という点で概ね対応できて

いる。色々な企業が様々なフォーマットで確認をしてくるため、フォーマットが

統一されればスムーズになるだろう。【J 社】 

 取り組みやすくするような制度があるとよい。経済産業省からも周知されている

デュー・ディリジェンスのガイダンスは企業に考えさせるような内容で、分かり

にくいと感じる。 

 言葉の取り方として、「サステナビリティ」＝「エコ」と捉えられることが多く、

根底にある意味の啓発が更に実施されるとよい。特に繊維業界では勘違いされて

いる場合が多い。最近は「責任あるサプライチェーン」や「ビジネスと人権」と

いったセミナーなども少しずつ実施されているが、日本国内だけを見て欧米から

の目線が欠けているため、結局何をしたらいいかが分からず、ただコストがかか

る取組のように見えてしまう。 

 取組が推進されるためには、取引先からの要請が一番効くだろう。そのような要

請へ対応するために、政府から補助があると更に取り組みやすいだろう。【B社】 

 先進的な企業と、そうでない企業と格差が大きい。デュー・ディリジェンスは、

企業の意識の問題であり、なんとも言いにくい。 

 繊維産業の各社がもっと勉強すべきである。歴史が古いだけに、家族経営などに

なると、意識が古いままとなってしまう。繊維産業が自ら考えて行動しないとい

けない。そうでないと市場で生き残れない。政府に要望するより前に、繊維業界

が勉強して研鑽し、そのうえで主張していくべきことである。業界は、意識が低

いままの人が多い。【G社】 

 政府は、大手アパレル、商社に、デュー・ディリジェンスを行わせるルールを課

して、サプライチェーンで対応させるようにさせるべきである。その際に、でき

るだけ中小企業に費用負担させないようにしてもらえると良いと思う。 

 サステナビリティは、大事な概念だと思っている。当社として先行して投資して

いる部分が多いので、これから取り組む企業だけでなく、既に取り組んでいる企

業にもサポートがほしい。何かの表彰や、補助金など、是非検討してもらえると

良い。【L社】 

 顧客がこうした素材や商品に価値を感じられるようになるかどうか。今後、消費

者の教育が進んでいけばまた違ってくると思う。【A社】 

 経済産業省など政府も、メディアも、企業も、カーボンニュートラル、サステナ

ビリティを叫んでいるが、具体的にどのように取り組んでいくのかを消費者に分

かるようにしてほしいと思う。【C社】 
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て全サプライヤーを公表している27。 

 社会や環境への負荷軽減の取組みについて「BENEFIT CORPORATION 

REPORT」を公表28。 

 2020 年版 BENEFIT CORPORATION REPORT では、サプライチェーン

管理について以下の取組みが公開されている。 

 コロナにより同社の小売販売が大幅に減少し、大量の在庫が発生。

この影響により責任ある調達や賃金政策を推進ができず。 

 2020 年には、完成品サプライヤー34 社を対象に監査を実施し（コ

ロナ禍のため対面の監査は実施されず）、従業員の健康状態やコロ

ナ禍がサプライヤーのビジネスに及ぼす影響について確認。

EILEEN FISHER 自身、コロナ禍で大きな打撃を受けたが、以前に

発注されたすべての注文を完了することを約束。 

 従業員の福利について、対面での評価や携帯電話による調査を行う

ことができなかったが、中国のセーターのサプライヤーで実施され

た 2 年間の Worker Well-Being and Occupational Health and Safety 

(OHS) 研修プログラムを完了。プログラムはサプライチェーンにお

ける労働者の権利改善等に取組む非営利団体であるVeriteとの共同

実施であり、400 名以上の工場従業員が研修を受講。 

 社会的責任を満たした工場で生産される製品の量を明らかにする

ために、EILEEN FISHER独自の社会的製品スコア（SPS）ツールを

開発。2020 年には社会的責任工場の生産台数比率は前年比 1.4%増

加し 17.5%になった。 

 2020 年に HIGG FSLM（Higg Index Facility Social Labor Module）を

完了。サプライヤー7社と、そのうち 2 社が結果を検証するために

第三者機関に参加。今後、すべての一次サプライヤーに要請する予

定。 

 インドネシア、ベトナムの工場については、ILO の Better Work 

program への参加を通じて社会データを収集。 

 EILEEN FISHER のサプライヤーに業界プラットフォームである

Higg Facility Environmental Module （FEM）の利用を要請。一次サプ

ライヤー20社が 2020 年に Higg FEM に取組んでいる（生産の 49%

に相当）。 

 二次サプライヤー（繊維サプライヤーや染色工場）における、2020

年の Higg FEM は、8社で実施中（生産の 16%に相当。 

 2021 年は、サプライチェーンの半数以上のサプライヤーが Higg 

FEM ツールを利用することが目標。 

 NGO である SEWA（Self-Employed Women’s Association）と協力し

て、コロナによって影響を受けた職人に対して食料キットを提供 

 「Coalition to End Forced Labor in the Uyghur」の署名企業として、新

疆ウイグル自治区における強制労働廃止のため、2021 年末までに綿

花サプライチェーンの全レベルで同地域からの撤退を約束。同地域

産の綿花が発見された場合、サプライヤーは、EILEEN FISHER と

 
27 EILEEN FISHER Supplier List, https://www.eileenfisher.com/ns/images/behind the label/ns-

supply-chain-FINAL2-do.pdf.  
28 EILEEN FISHER website, https://www.eileenfisher.com/social-consciousness/benefit-corp.  
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図表 7 セミナー告知画面 
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6.3. セミナーの内容・質疑応答等 

セミナーでは以下の質疑応答が行われた（セミナー終了後に寄せられた質問は割愛）。 
 

質問：GOTS認証で、ものづくりの要望が増えたとありますが、どのくらいの数量、

金額、注文が増えましたか？参考になる数字を頂けないでしょうか？ 

 

 例えば 1件東南アジアの企業から、代理店契約の話があり、少量だが輸出にもつな

がった。金額や数量はこれからの話なので具体的に言える段階ではないが、東南ア

ジアからの問い合わせが多い。（小林メリヤス） 

 

質問： SAC に加盟されて、使われているのは HIGG INDEX の FSLM FEM 両方活

用されているのでしょうか？ また、お取引先の工場さんは SAC 非加盟の状態でプ

ログラムを使用されているのでしょうか？ 

 昨年度が初年度にあたるが、SAC に加盟したうえで、Higg インデックスのプロダ

クトの導入から入った。原材料のデータを入力して、製品に置き換えたときの様々

な係数を算出し、それを活用しながら業務にあたっている。仕入先企業で、SACに

加盟して数値管理をしているところはほとんどない。我々の方で完成品に対して評

価をしている。（ADOORLINK） 

 

質問 海外企業の取り組みとして、供給者名の公表が説明されましたが、独禁法との

関連で注意すべき事項がありましたら、教えてください。 

 

 独占禁止法に関する情報については、現時点で情報を直接持ち合わせていない。

（MURC） 

 

質問 GOTS認証取得の条件に環境負荷ゼロがあるとのことでしたが、有害化学物質

の管理もこの項目の中に含まれますか 

 

 有害化学物質の管理は入っている。年一回の工場の第三者監査の中で、使用してい

る薬品について全てチェックが行われる。当社は化学物質をほとんど使用していな

い。ベビー、子ども服商品に関しては、最終製品に対して、ホルマリン検査が求め

られる。（小林メリヤス） 

 

質問 HiggIndex（環境負荷の可視化）について、反響や効果についてお聞かせくださ

い。 

 

 可視化をすると、どれだけ改善できたかが分かるので、継続することが大事である。

数値化のルールが使用者まかせのところがあり、取組みづらさを感じるかもしれな

いが、自社で数値を決めて運用をすることが大事だと思う。（ADOORLINK） 

 

質問 それぞれの会社さまのご担当者の体制（要員規模）をご教示いただけますでし

ょうか。 

 

 ADOORLINKは子会社であり小規模であることから、私が担当している。親会社の

アダストリアには CSR 担当と、品質管理担当がいる。データの収集等は、現法の
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スタッフが行っているものもあれば、生産担当が行っているものもある。長く取り

組んでいるのでそのあたりの負担はさほど大きくない。（ADOORLINK） 

 小林メリヤスは、30人規模の企業なので、私が全て窓口として担当している。年一

回の監査も担当しているが、細かな事務作業は当社の事務員がサポートしていて、

実質二人で対応する。（小林メリヤス） 

 

質問 SAC の Higg Index についてはライフサイクル・アセスメント上の問題点が指

摘されていますが（原料作成の環境への影響、また廃棄後の環境への影響が評価され

ていない）、貴社はどのようにご対応をお考えでしょうか？ 

 

 その指摘はその通りである。作った人の都合で作られ、グローバルスタンダードと

なっている。例えば、ポリエステルの点数は、「中の上」である。再生ポリエステル

では「上」になる。一方で、マイクロプラスチックの有害性は評価対象となってい

ない。あくまで CO2 排出量と水使用量が中心である。しかし Higg インデックス

は、世界で一番使用されているスタンダードなので、当社もその考え方を取り入れ

て取り組んでいる。その点を横軸とし、縦軸は我々独自の基準ということで、伝統

産業や天然繊維の保護といったことを掲げている。スタンダードに縛られる必要は

ないと思っている。完璧ではない部分はあるが、Higg インデックスは毎年更新さ

れており、私自身は学術レポートなどの情報までは追い切れていないものの、例え

ば 10 年後くらいには完成された仕組みにはなるのではないかと思う。

（ADOORLINK） 

 

6.4. アンケートの実施 

セミナー終了後、参加者に対してセミナーに関するアンケート調査をウェブアンケー

トにて実施した。設問及び結果は以下のとおりである。 

 





 

52 

  

(2) アンケート結果 

1. 本日のセミナーを何で知りましたか 

設問 1 に対する回答は下記のとおりである（「その他」の回答は加工せずにそのまま

掲載している）。 

 

 

 
 

その他の回答 

 繊産連からの案内 

 業界団体の案内 

 グループ会社の紹介 

 会社の案内 

 業界団体を通じて 

 JOCAからのご紹介 

 Twitter 

 繊産連さまからのご案内 

 JSFAからの案内 

 メールマガジン 

 会社 

 日本羊毛産業協会 

 経済産業省からの周知 

 化繊協会からの告知 

 経済産業省からのメール 
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2. 本日のセミナー全体についてご感想を教えてください。 

設問 2に対する回答は下記のとおりである。 

 

 
 

3. ２．のご回答について、参考になった点、あるいは改善要望等についてお聞かせくださ

い。 

設問 3 に対する回答は下記のとおりである（回答は加工せずにそのまま掲載してい

る）。 

 

 質疑応答も丁寧に対応していただけました。 

 現在行われているサプライチェーンについて学習できた 

 アパレル業界の話が中心だった為 

 弊社で標準化されている『行動規範（ＣｏＣ）』と照らし合わせて聞くことがで

き参考になりました。 

 わかりやすい説明で勉強になりました。内部で共有したいのですが、資料は公開

されるのでしょうか？ 

 "セミナー接続が悪く、前半は聞き取りにくい場面も多々ありましたのと、全体

的に早足の内容でした。行動規範の内容は、弊社でもおこなっており、確認でき

良かったです。" 

 全体的な枠組みを確認することができました。講演資料が前もってダウンロード

できるとよいと思います。 

 サプライチェーン管理について、認証以外には方法がないのでしょうか？ 

 海外の法規制の状況など知ることができてよかったです。 

 Higg の考え方がクリアになりました。 

 国際認証へのアプローチ方法と今後について 

 "ＣＳＲの取り組みは一企業では難しく、サプライチェーン全体で取り組む必要

があることを感じていたが、国際認証の取得を通じて、基本的な項目を網羅した

マニュアルやルール策定の可能性について考えるきっかけになった。（改善点）

内容そのものではなく、Teams で参加をしていたが視聴環境が良くなかった。最
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初から参加していたが、途中からしか視聴することができなかった。" 

 世の中の人権動向の動きが分かるようになった 

 自社においてどのような事で取り組めそうか、他社様の事例を伺い参考になりま

した。 

 現状を知ることが出来たことが収穫だった。また、実際に認証取得をされた企業

の生の声が聞けたのも良かった。 

 実際のサプライチェーン管理の実体験が聞けて参考になった。 

 繊維産業の課題に対する対策の国の方向性が理解できた 

 弊社でもＣＳＲ監査に取り組んでいるため、デュー・ディリジェンスのお話がと

ても参考になりました。 

 "アパレル製造のサスティナビリティについてまとめて下さり、セミナーの時間

で現状と今後について知る機会が持てました。 

 国際認証は取得と課題、メリットを挙げて下さり、導入する時の道のりがイメー

ジできてよかったです。 

 要望としては、国内、国外のアパレルで認証制度を必須としている情報があれば

どの程度普及しているのかが分かると思いました。" 

 取組み内容や海外の事例を聞くことができ、大変参考になりました。 

 分科会の報告で、ＬＥＤでの見え方の違いやドライクリーニング液汚染等 

 速度を上げて聞いているようなテンポの速さに驚きましたが、中身の濃い１時間

でした。リアルな声が聞けたのがよかったです。 

 社長自らが、認証について理解した上で、会社全体を教育して意識を高めること

で、変化する認証内容にも、柔軟に対応できていると思う。弊社では、課・担当

者で対応している為、他課からの新規案件、認証審査の対応、認証機関とのやり

取りが、担当者に集中している。サステナビリティを掲げる以上、より全体の意

識を高める必要があり、それによって、一部への負荷ではなく、会社として取り

組んでいけたらと思う。 

 これから何かを始めようとしている企業にとっての「入門編」としては、カバー

するテーマの範囲が浅く広すぎて、具体的に何から始めたら良いのかがイメージ

しづらかったのではないかという印象でした。 

 3,アドアーリンク社と小林メリヤスの取組事例が具体例として良い内容であっ

た。 

 ＧＯＴＳなど国際認証を知ることが出来て良かった。 

 他社さんの具体的な取り組み内容を知ることができた点。 

 "繊維産業他企業の実際の取り組みを知ることができて大変参考になった。また、

繊維産業に特化した内容で、重要な Issue について理解を深めることができた。

当日、セミナーの前に資料を共有いただきたかった。" 

 欧州の動向について、とても参考になった。国際認証保有者の声についても参考

になった。 

 世界の動き、日本の状況などおおまかな状況を知る事ができて参考になりまし

た。 

 人権デュージェリデンスの対応が急務であることが大変よく理解できました。そ

れに対して普段の報道などでは業界の企業があまり真剣に取り組んでいないよ

うに感じました。 

 世界の潮流の中で、どこを目指すべきかを考える参考になった。 

 企業の具体的取り組みを知ることができ、大変参考になった。 

 GOTS取得をこれからするにあたって参考になる意見が多かった 
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 永澤課長の説明で、生活製品課の取組みが理解できた。 

 国際認証についてちょうど話題となり、取得に時間とお金が大変かかることを理

解した。今後、海外へアプローチする場合、認証が求められ原料からのトレサビ

リティーを細かく管理するための情報として勉強になりました。 

 繊維業界の現状と課題を理解する事ができた。 

 音声が(スピーカーのボリュームを MAX にしても)小さかったので、聞き取りづ

らかった為、もう少し大きめでお願いしたいです 

 幅広い現実の意見や現状を散ることができた 

 環境問題のみならず、人権問題についてのご説明もあったので有益でした。質疑

応答では、同業の方々のお考えを拝聴でき、とても参考になりました。 

 サプライチェーンに係る企業は須らく人権デュー・ディリジェンスが求められる

ことになると思います。繊維産業は直接消費者に製品を提供しており、他の業界

よりも早く求められていると思っておりまして、非常に参考になりました。各業

界で認証の仕組みづくり等が求められることになるのだろうと思いました 

 他社の取組状況などを少し知れたこと 

 サプライチェーン管理に国際認証を運用すること 

 更新された TEAMS でもアクセスできず、セミナーを全く聴講できなかったこと

が大変残念です 

 枠組みから実際の企業の取組みまで、大変参考になったが、事前に資料配布があ

ると、より理解が進むと思われる 

 世界の流れがどういう風になっているのか知ることができた。日本国内では，繊

維業界に特化した人権配慮に関する情報を収集できるセミナーが少ない。そのた

め，今回のセミナーは参考になった 

 アドアーリンクの平松様及び小林メリヤスの小林様の企業としての具体的なお

話が非常に参考になりました 

 セミナーで説明していただいた資料がいただけるとありがたいです 

 海外でのＣＳＲ及び国際認証の重要性、他社情報 
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4．国際認証及び人権デュー・ディリジェンスのお取組み、またはそのご検討状況について

教えてください。（複数回答可） 

設問 4に対する回答は下記のとおりである。 
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5．①～③を選んだ方は、取得済み、または取得を検討されている国際認証を教えてくださ

い。（複数回答可） 

設問 5 に対する回答は下記のとおりである（「その他」の回答は加工せずにそのまま

掲載している）。 

 

 
 

その他の回答 

 RWS 

 ISO9001 

 ISO14001 
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6．国際認証取得や人権デュー・ディリジェンスについて経済産業省への要望がありました

ら、ご自由にご記入ください。 

設問 6 に対する回答は下記のとおりである（回答は加工せずにそのまま掲載してい

る）。 

 

 人権デューデリジェンスは、PDCAを回し続ける過程であり、国の政治文化の違

いにより、改善が難しい部分も多くみられます。国の間の連携も今後必要不可欠

かと思いますので、ぜひエンゲージメントを進めて頂きたく思っております。 

 セミナーなどを開催してもらえると助かります。 

 "国際認証取得に向けた環境整備の詳細を知りたいです。 

 J∞Quality を経済産業省は推奨していますが、電話でヒアリングだけの仕組みで、

エビデンスの確認をせず認証とは言えない仕組みです。なぜ推奨されているの

か？国際標準のよう仕組みにしていかないのか？" 

 取得企業の情報等 

 異なる国際認証間での相互認証やルールの統一化、標準化に向けた働きかけをお

願いしたいと思います。 

 人権デュー・ディリジェンスを無視した結果の企業ダメージについて 

 ノウハウの共有をお願いします。 

 認証取得と継続には、お金がかかる。国から補助金などがあれば、幅広く普及し

ていくのではないでしょうか。 

 セミナ開催有難うございました。弊社は、繊維機械メーカーです。繊維産業で一

括りにすると、「繊維産業のサステナビリティに関する検討会」においても川下

に視点が向いたと思います。この傾向は理解できますが、川上や川中に向けても

提言頂けると我々の活動の指針になるかと感じました。 

 "技能実習生制度（特に渡航前費用問題）については、根深く、企業や産業の取り

組みだけでは解決困難な問題。ILO,OECD、また国際認証機関等のガイドライン

に沿ったグローバル基準に立てるように、積極的な日本政府の介入、制度の見直

し、送り出し国との調整をしていただきたい。" 

 経産省様の方針が明確になることで、企業も進むべき指針が理解できました。コ

ストというハードルを越えることが困難であるが検討していきたい 

 業界では商社の取り組みが進んでいる印象ですが、アパレルや小売企業の認識が

高くないことを感じています。また委託を受けて製造する中小企業も企業間で温

度差があります。これからも今回のような本当に為になるセミナーの企画をお願

いします。 

 大手グローバル企業のサプライチェーンには今日必須となっていますが、それを

クリアすることが取引条件となっています。そこにコストをかけるのが当たり前

になっています。日本国内においても、役所主導ではなく 1日も早く民間の文化

として根付かせる必要があると思います。 

 "遅参した日本では致し方ないが、国際認証＝全て海外の認証となっている。説

明があったように、各認証規格では、日本語情報が十分とは言えず、大多数を占

める中小企業では資料読み込み段階からハードルが高い。 

 認証があれば、海外展開や国際ブランドのサプライチェーンに加われる訳でもな

い。必要十分条件ではないことには留意が必要。 

 認証取得には、その求める内容のクリアが前提であり、取得費用だけで済むので

はなく、実態のレベル適合に向けた現状のギャップ把握が出発点だと考える。 
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 政府は、認証取得を勧める前に、ギャップの把握に向けた取組み加速が先に必要

ではないか。認証取得が目的なのではなく、認証に足るプロセスの改善と維持と

が重要で、匠であったとしても、世界の規範からの逸脱は許されるものでもない。 

 人権問題は存在しないのではないかという業界の通念が、既に、世界の動きと乖

離していること、そしてなぜ乖離したかのおおもとが改善されねば、砂上の楼閣

ともなることを憂慮している。" 

 "小林メリヤスの木村さんの話は勉強になり、大変分かりやすかった。経験者の

話の講義はありましたもっとやって頂きたい。 

 国際認証の種類が多く、乱立しており、比較ができるような詳細なセミナーの開

催。海外と比べ国際認証取得に関して、国内企業ではまだまだ前向きでないと感

じています。経産省として取得の推進を進めて頂きたい。"WEBセミナー参加人

数を増やしてほしい 

 アパレル企業向けセミナーを引き続き開催していただきたい 

 定期的にこのようなセミナーを受講したい。業界の考え方をしっかり意識したい

と思っています 

 国際認証が複数あるため，それぞれの違いが分かりにくいです。具体的に，何が

違うのかを比較した資料を経済産業省のホームページにアップロードしていた

だければ，これから取得を目指す企業の参考になると思います。あと，今後，人

権配慮に関してどのような方向性で企業活動を進めていくべきなのか，セミナー

でも複数の企業様の事例がありましたが，もう少し他の事例も知りたいです 

 国際認証取得に関して欧米の認証機関だけでなく日本としての認証機関は考え

ていないのでしょうか 

 認証機関によって要求事項が異なる。海外の認証機関のため、日本の生産現場に

沿った審査となっていない。（日本特有の分業生産、小規模生産を理解して欲し

い。） 
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6.5. セミナー資料 

セミナー講演のうち「1. 繊維産業における責任あるサプライチェーン管理に関する

現状と課題」（経済産業省）と「2. 国内外における繊維産業における責任あるサプライ

チェーン管理の実態について」（三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング）のプレゼン資

料は以下のとおりである。 

 

(1) 繊維産業における責任あるサプライチェーン管理に関する現状と課題（経済産業省） 
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(2) 国内外における繊維産業における責任あるサプライチェーン管理の実態について

（MURC） 
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7. 課題の分析・整理と取り組むべき施策の考察 

7.1. 普及啓発 

サステナビリティへの関心の高まりを受け、我が国の繊維関連産業のなかでもサステ

ナビリティに配慮した事業活動を推進する動きに一定の広がりが見られる。本事業でヒ

アリングに応じてくれた企業の事例が示すとおり、大企業のみならず中小規模でも様々

な工夫を凝らしながら国際認証取得やデュー・ディリジェンスに取り組む企業も存在す

る。その意味で国際認証やデュー・ディリジェンスは大企業の取組みである、という態

度はすでに捨て去るべき時期に差し掛かっているともいえる。 

しかし、こうした前向きなトレンドが垣間見える一方で、我が国社会全体としてこれ

らの取組みへの関心が高いとは言えないのもまた事実であり、それが繊維関連企業が取

組みを進めるインセンティブを持てない大きな要因となっている。特にデュー・ディリ

ジェンスについては、この用語自体もさほど浸透していない状況も明らかとなっており、

これらの概念や内容に関する基礎的な情報からさらに普及啓発が必要であるといえる。 

普及啓発は、繊維関連企業向けと消費者向けの二面で実施されるべきである。繊維関

連企業には国際認証やデュー・ディリジェンス、及び責任あるサプライチェーン構築を

めぐる国際的な動向を周知させるとともに、これらの取組みを行う意義やメリット、ま

たは対応しないことのデメリットを広く知らしめることが重要であろう。ヒアリングで

も国際認証取得が収益増や新規顧客開拓にすぐにつながるとは限らないが、既存取引先

からの評価向上や取引維持、プロモーションにつながっていること、収益面以外でも社

員の意識向上や経営の見える化といったメリットがあることが明らかとなっている。デ

ュー・ディリジェンスについても同様で、「健全な企業」としての認知や信用向上、顧

客要望に対応する体制整備などに寄与することや、従業員の意識向上など収益以外のメ

リットがヒアリングで確認されている。コロナ禍の影響で業績が悪化する企業も少なく

ないなか、ビジネスチャンスになる、または未対応によりチャンスを失うといった、取

り組むことへの企業のモチベーション向上につながる情報があれば望ましい。 

国際認証取得やデュー・ディリジェンスに取組む企業の意欲を高めるには、我が国の

市場がそうした取組みを評価するものに変わっていくことが重要である。ヒアリングで

も、認証を取得しても売上増や新規顧客開拓につながらないのは、そもそも我が国で国

際認証を求める市場環境が醸成されていないことが一因との指摘も聞かれた。デュー・

ディリジェンスについても同様で、顧客がサステナビリティを重視するマインドになっ

ていないため、コストをかけてデュー・ディリジェンスに対応することに踏み切れてい

ないとの声も聞かれた。将来的には我が国でも人権やサステナビリティへの意識が高ま

るだろうが、意識向上をさらに加速させるためには消費者に対してもこれらの価値の重

要性と対応にはコストを要すること、そして対応した製品には一定の金額を支払う価値

があることの普及啓発が重要であるといえる。 

 

7.2. 政府の支援策の検討 

ヒアリングでは、国際認証取得やデュー・ディリジェンスに要する各種コストに対す

る政府の補助や我が国発のプラットフォームの形成、国際認証やデュー・ディリジェン

スに求められる要件やフォーマットの統一、「責任あるサプライチェーン」や「ビジネ

スと人権」といった考え方の普及啓発などを求める声が聞かれた。また、今回ヒアリン

グに応じてくれた企業の多くはすでに取組みを進めている段階にあり、国際認証やデュ

ー・ディリジェンスに対する一定の知識を有しているが、我が国全体の状況を見れば、

人権配慮の重要性は認識しつつも何をすればいいかわからないという企業も多く存在
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する。その意味でガイドライン等を作成し、すべきことについて企業に情報提供するこ

とが大切であるといえる（日本繊維産業連盟が国際労働機関（ILO）と連携して策定を

進めているガイドラインと、それに対する経済産業省のオブザーバー参加はこれに相当

する取組みといえる30）。 

もっとも、前述の普及啓発など実施が可能なものがある一方、上記に挙げた要望を我

が国政府がすべて対応することは難しいだろう。我が国政府として何ができて、また何

をすべきかを検討するために、諸外国で実施されている支援策の調査も重要であると考

える。本事業では海外の支援策は調査対象に含まれていなかったが、先行研究によると、

ドイツ連邦労働社会省が自主的な取組のためのガイドライン整備や取組の事例収集を

行っているし、米国労働省はサプライチェーンにおける児童労働や強制労働等のリスク

に対応する企業のためのコンプライアンスツールを提供しているとのことである。また、

オランダでは非営利団体が、オランダ外務省から資金提供を受けて、企業向けに製品や

輸入先のリスクチェックができる CSR リスク評価ツールを提供している。その他、英

国外務省や米国国務省が諸外国の経済活動リスクに関する情報公開や「人権慣行に関す

る国別報告書」、及び「人身取引報告書」等を通じた情報提供をしている。ドイツでは

ヘルプデスクによる人権研修の提供、オーダーメイドのコンサルティングサービス等も

展開されているとのことである31。 

情報提供など一部の支援策はすでに経済産業省やジェトロでも開始されているが、こ

うした諸外国における責任あるサプライチェーンや人権配慮への企業の取組みを支援

する各種施策は、我が国における支援策の検討に参考になるものと考えられる。 

 

7.3. 人権等への対応を保証する国際認証以外の選択肢の検討 

繊維関連企業のすべてが GOTS や Textile Exchange など 3.2(1)で挙げた国際認証を取

得することは難しい。海外取引を主とする企業や海外取引を拡大させたい企業は積極的

にこれらの国際認証を狙うべきであるが、我が国の繊維関連企業のすべてが海外取引を

するわけではなく、海外取引がある場合でも売り上げに占める割合が小さかったり、使

用される量が少ないので国際認証までは必要としない場合もありうる。一方で、国内取

引がメインでも人権や労働衛生環境の改善等に積極的に取り組んでいる企業であれば、

その取組みを顧客や消費者に対してアピールしたいと考えたり、海外取引先に対し何か

しら取組みを証明できるものを必要とする場合もありえる（たとえば、3.2(1)で取り上

げたように環境配慮の取組みアピールのために国際認証を取得した企業もあったこと

から、こうしたニーズはあると考えられる）。 

このように我が国繊維関連企業が置かれた状況は様々である。その意味で企業の選択

肢が国際認証ありかなしかの二択では、この多様なニーズに対応するのは困難である。

特に国際認証までは必要なくとも何かしらの取組みを証明したいと考える企業のニー

ズに応えられる仕組みが我が国には限られている。加えて、認証を得るハードルが高す

ぎると、かえって認証を取得しようとする努力を損ねてしまう（多くの企業は諦める）

弊害もある32。我が国繊維関連企業内において環境保全・労働・企業統治等への配慮を

 
30 経済産業省「日本繊維産業連盟と国際労働機関が繊維産業の責任ある企業行動促進に向けた協力のた

めの覚書（MOU）に署名しました」2021年 11 月 5 日、

https://www.meti.go.jp/press/2021/11/20211105004/20211105004.html。 
31 鈴木絢子「責任あるサプライチェーンと人権デュー・ディリジェンス」『レファレンス』（国立国会図

書館）2021 年、148-149 頁。 
32 佐藤主光「事前対策への「認証」の経済効果」（中小企業強靱化研究会報告（中小企業庁））

https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/kenkyukai/kyoujin/2018/181211kyoujin04.pdf。 
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進めることがより重要であるとすれば、ハードルの高さを感じさせる国際認証とは異な

る選択肢をつくり、これらへの取組みを後押しする意義はある。以上の観点から、我が

国でも人権や環境配慮をしていることにお墨付きを与える何らかの国内企業向けの認

証を検討する価値はあるのではないだろうか。 

ただし、それは現在の国際認証と根本的に異なる新たな認証を創設するというよりは、

それを補完するものであるべきであり、その認証が国際認証取得の足掛かりになるよう、

両者で要求される基準は一定の補完性が確保される必要がある。すでにグローバルに事

業展開をしている我が国企業や日本に法人を持つグローバル企業の意見などを参考に

しながら、人権等において最低限やっておいたほうがいい項目を含めるように進めるべ

きであろう。その国内企業向け認証取得により我が国企業の取引拡大につながる可能性

も出てくるのであれば、繊維関連企業としてもその認証を取得するモチベーションにも

つながる。企業の多様なニーズを満たすうえでも国内企業向け認証創設を検討する価値

はあるが、その際は企業の取引拡大につながる実用的なものにする工夫が必要である。 
 

7.4. サプライチェーン全体の発展させるデュー・ディリジェンスの志向 

サプライチェーンにおける人権・労働衛生リスクの最小化は必要不可欠である。

OECDの『責任ある企業行動のための OECDデュー・ディリジェンス・ガイダンス』で

も、サプライヤーなどビジネス上の関係に関連するリスクへの対応に関し、リスク軽減

が不可能な場合は取引停止も最終手段として挙げられているとおり（ただし、取引停止

を決定するには，社会的および経済的な負の影響の可能性が考慮されなければならない）
33、児童労働や強制労働、劣悪な労働環境や低賃金、労働者の人権を侵害する行為など

を是正する意思のない取引先との関係はリスクになるため、早急な見直しが必要になる。 

一方で、OECDガイダンスは「関連するサプライヤーおよびその他のビジネス上の関

係先が負の影響またはリスクの防止や軽減を行う支援をする。例えば，継続的な改善を

目指しつつ，研修，設備の改善や経営システムの強化等を通じて行う」ことも提示され

ており34、デュー・ディリジェンスは単にリスク排除を推奨するだけではなく、サプラ

イヤーなどビジネス上関係する主体と共に発展する視点を併せ持つものである。本報告

書の海外事例で取り上げた Continental Clothing や Seasalt などは、児童労働や強制労働

排除といった社会的な責任を満たすだけでなく、サプライヤーの従業員が生活できる十

分な賃金を支払っていることや、サプライヤーの社会基準遵守のための訓練やセミナー

を実施していること、違反発見時もすぐに取引関係を終了しないこと、国際認証取得を

支援していること等を公表している。ヒアリングに応じてくれた我が国企業のなかにも、

サプライヤーを切り捨てるのではなく、工場を育てるという思想に基づき、デュー・デ

ィリジェンスに取組んでいる企業も存在した。 

デュー・ディリジェンスでは「リスク」という言葉が使用されるため、リスクを最小

化するためのチェックリストを満たすことに視線が向きがちであるが、サプライヤー等

との継続的な関係のなかから互いが共に改善し合い、デュー・ディリジェンスに取組む

ことでサプライチェーン全体が発展することの重要性も上記に挙げた普及啓発におい

ては説かれるべきである（普及啓発の主体は経済産業省や業界団体など様々な主体があ

りえるが、この考え方は重要であることからいずれの普及啓発においても含められるべ

きであろう）。 

 

 
33 OECD『責任ある企業行動のための OECDデュー・ディリジェンス・ガイダンス』2018年、30 頁。 
34 OECD『責任ある企業行動のための OECDデュー・ディリジェンス・ガイダンス』2018年、80 頁。 



 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【経済産業省委託事業】 
 

令和３年度内外一体の経済成長戦略構築にかかる国際経済調査事業 

（国内繊維産業における責任あるサプライチェーン管理に関する実態調査） 

 

 

報告書 

【公表版】 
 

令和４年２月２８日 

 

 

委託先： 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社 

 

連絡先： 持続可能社会部      

秋山・薗・森口・橋本・細井 
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（様式２）

頁 図表番号
7-29 頁全体
30-37 頁全体

二次利用未承諾リスト

令和３年度内外一体の経済成長戦略構築にかかる国際経済調査事業（国
内繊維産業における責任あるサプライチェーン管理に関する実態調査）

最終報告書【公表版】

令和３年度内外一体の経済成長戦略構築にかかる国際経済調査事業（国
内繊維産業における責任あるサプライチェーン管理に関する実態調査）

受注事業者名：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社

タイトル
3. 国際認証取得に関する実態調査

4. デュー・ディリジェンス実施に関する実態調査




